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 本報告書は、平成 15 年度科学技術振興調整費・科学技術振興に関する基盤的調査・(1)





 平成 8 年に第 1 期科学技術基本計画策定以来、研究開発投資は順調に伸び、研究開発シ
ステムの改革も進むなど、我が国の科学技術政策は大きく変化してきている。次期科学技
















 最近の主要国の科学技術政策の特徴的な動向を挙げると次の 3 つに集約される。 



















・EU ：官民あわせ GDP 比 3％の R&D 投資の目標設定、FP6 の「誘
導効果」 
・韓国：トップダウンによるドラスティックな科学技術政策展開と













ムの Best Practice「BioRegio」 
・スウェーデン：世界最高レベルの「知識への投資」：対 GDP 比 4％




























































































































































































































































＜ 事例・ファクトの一覧 ＞ 
 
 
・ﾋｱﾘﾝｸﾞ１／Mr. Patrick Windham, Technology Policy International 
・ﾋｱﾘﾝｸﾞ２／Mr. Shanker Subramaniam, Prof., University of California, San Diego 
・ﾋｱﾘﾝｸﾞ３／Mr. Laurence Gilbert, California Institute of Technology 
・ﾋｱﾘﾝｸﾞ４／Mr. Robert Kispert, Massachusetts Technology Collaborative 
・ﾋｱﾘﾝｸﾞ５／Mr. George Heaton, Technology Policy International 
・ﾋｱﾘﾝｸﾞ６／Mr. John Curtis, Ph.D., American Association of University Professors 
・ﾋｱﾘﾝｸﾞ７／Ms. Charlotte Kuh, Ph.D., National Research Council 
・ﾋｱﾘﾝｸﾞ８／Mr. Rolf Lehming, et al., National Science Foundation 
 
 
・分析１／Trend in R&D Funding and Human Resources at U.S. Universities 
・分析２／Testimony of Stanley Williams, Hewlett-Packard Company 

















・図表 10 ＮＳＦから大学への研究支援費の内訳 
・図表 11 ＮＳＦの研究関連予算の性格 
・図表 12 ＮＳＦの人材関連予算の内訳 
・図表 13 ＮＳＦから大学への人材支援費の内訳 
・図表 14 ＮＳＦの人材関連予算の性格 
・図表 15 ＮＩＨの研究関連予算の内訳 
・図表 16 ＮＩＨの研究グラントの性格 
・図表 17 ＮＮＩの予算構成の部門別比較 
・図表 18 ＮＮＩに対するＮＳＦ予算の分野別比較 
・図表 19 米国における分野別の博士号取得者数 
・図表 20 米国における博士号取得者数の分野別推移 
・図表 21 米国における分野別の女性の博士号取得者数 
・図表 22 米国における女性の博士号取得者数の分野別推移 
・図表 23 米国における分野別の外国人の博士号取得者数 
・図表 24 米国における外国人の博士号取得者数の分野別推移 
・図表 25 米国の博士号取得者に占める女性、外国人の割合 
・図表 26 博士号取得者に占める女性の割合の職種別比較 
・図表 27 博士号取得者に占める女性の割合／科学者のケース（2001 年） 
・図表 28 博士号取得者に占める女性の割合／技術者のケース（2001 年） 
・図表 29 博士号取得者に占める外国の割合の職種別比較 
・図表 30 博士号取得者に占める外国人の割合／科学者のケース（2001 年） 
・図表 31 博士号取得者に占める外国人の割合／技術者のケース（2001 年） 
・図表 32 博士号取得者の年俸の職種別比較 
・図表 33 博士号取得者の年俸／科学者のケース（2001 年） 
・図表 34 博士号取得者の年俸／技術者のケース（2001 年） 
・図表 35 大学教職員の平均年俸（2002 年～2003 年） 
・図表 36 大学教職員の平均年収（2002 年～2003 年） 
・図表 37 大学教職員の平均待遇（2002 年～2003 年） 
 11
・図表 38 大学教職員のテニュア取得率（2002 年～2003 年） 
・図表 39 大学教職員の平均年俸の地域偏差（2002 年～2003 年） 
・図表 40 大学の研究開発資金の提供機関 
・図表 41 公立大学と私立大学の資金提供機関の比較 
・図表 42 全米トップ 100 大学の研究開発資金の提供機関（1999 年） 
・図表 43 大学への各政府機関からの研究開発資金の推移 





































































































































































































 ﾋｱﾘﾝｸﾞ２／Mr. Shanker Subramaniam, Prof., Department of Bioengineering, 













































































 ﾋｱﾘﾝｸﾞ３／Mr. Laurence Gilbert, Director, Office of Technology Transfer, 




































 ﾋｱﾘﾝｸﾞ４／Mr. Robert Kispert, Director of Federal Program, 








ＮＳＦ（National Science Foundation）のＮＮＩ（National Nanotechnology Initiative）の資
金をもとにハーバード大学がNational Nanotechnology Research Centerを設置した例など
が挙げられる。 
 






































































（１９） また、ＭＢＣ（Massachusetts Biotechnology Council）がまとめた「Biotech2010」の中に、
マサチューセッツ州のバイオクラスターの現状と過去１０年間の変遷がまとめられて



























（２６） こうした流れの中で、州政府が行った最大の投資は、「University Massachusetts, 
Medical School」の設立である。20 年前は何もなかった状態から、今では米国をリード
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陣や経営経験者などで構成される「米国大学協会（Association of American Universities）」の有





























 ２．２．２ 「研究」と「教育」における人材流動 
 
（１） 上記と比較すると、「レベルの異なる大学間の人材流動」は、かなり難しくなる。具
体的には、「Community College（教育に専念）」や「Liberal Arts College（教育を重視）」
から「Research University（研究を重視）」への流動は、簡単には生じない。 
 
（２） それまで教育に専念してきた人材（Community College や Liberal Arts College の人材）
が、いきなり研究に取り組む（Research University に移る）ことには困難が伴う。Research 
University に採用されるために博士号や研究実績などが必要になることも障害になる。 
 
（３） こうした中で、Liberal Arts College 自体にも変化が見られるようになってきた。本来は
広範な教養を教えることに目的とした機関であるため、伝統的に教職員は教育に多く
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（４） Research University の数は、私立よりも公立の方が多い（正確な値は確認する必要があ
るが、公立が 75～100、私立が 50～60 程度）。公立大学の方が大規模なので、所属す
る人数で比較すると、公立の割合がもっと高くなる。 
 
（５） 各大学の予算構成については、ＮＳＦ（National Science Foundation）がデータを収集し、




































College（教育に専念）」や「Liberal Arts College（教育を重視）」から「Research University
（研究を重視）」への流動は、簡単には生じない。 
 
（１４） それまで教育に専念してきた人材（Community College や Liberal Arts College の人材）
が、いきなり研究に取り組む（Research University に移る）ことには困難が伴う。Research 
University に採用されるために博士号や研究実績などが必要になることも障害になる。 
 
（１５） こうした中で、Liberal Arts College 自体にも変化が見られるようになってきた。本来
は広範な教養を教えることに目的とした機関であるため、伝統的に教職員は教育に多
















（１８） 第一が「カリフォルニア大学（University of California System）」で、9 つの University
によって構成されている。研究に重点を置き、全米から優れた研究者が集まってくる。 
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 分析１／Trend in R&D Funding and Human Resources at U.S. Universities, 















































① MIT, Chemical Engineering: 24% 
② MIT, Biology: 9% 
③ University of Wisconsin, Chemical Engineering: 6% 























































分析２／Testimony of Stanley Williams, Hewlett-Packard Company, Subcommittee 
on Science, Technology and Space of the Senate Committee on Commerce, Science and 
































（２） スタンフォード大学の 1999 年度の収支を例に取ると、産業界からの獲得資金である  








































するが、大学全体の研究費（4 億 9690 万ドル）の 9％に留まっており、82％が政府か
らの資金、9％が非営利機関や財団からの資金、という構成になっている。 
 
（９） スタンフォード大学の同窓会組織（Stanford Alumni Association）は、1892 年に設立され
た。設立当初は参加会員による互助組織だったが、1998 年に学内の組織として正式に
認められた。現在、7 万 5 千人以上の会員が登録されている。 
 
（１０） 会員登録の費用は、卒業生が 495 ドル、大学院生（学部卒業後、5 年以内）が 440 ド
ル、学部学生が 385 ドルとなっている。卒業生以外にも門戸を開放しており、スタン
フォード大学の教職員や卒業者の両親が加入する場合は 495 ドルを、上記以外の学友



































Science Foundation）及びＮＮＩ（National Nanotechnology Initiative）の動向に、「ライフサイ







1980 14,643   0.5         15,592   0.6         30,235   1.1         
1981 16,937   0.6         17,231   0.6         34,168   1.1         
1982 19,809   0.6         14,850   0.5         34,660   1.1         
1983 22,298   0.6         13,602   0.4         35,900   1.0         
1984 25,765   0.7         15,221   0.4         40,986   1.1         
1985 30,360   0.7         16,856   0.4         47,216   1.1         
1986 35,656   0.8         16,485   0.4         52,141   1.2         
1987 37,097   0.8         16,159   0.3         53,256   1.1         
1988 38,032   0.8         18,068   0.4         56,100   1.1         
1989 40,366   0.7         20,394   0.4         60,760   1.1         
1990 41,078   0.7         22,732   0.4         63,810   1.1         
1991 37,887   0.6         24,296   0.4         62,183   1.0         
1992 38,170   0.6         26,558   0.4         64,728   1.0         
1993 40,396   0.6         27,982   0.4         68,378   1.0         
1994 38,055   0.5         28,397   0.4         66,453   1.0         
1995 37,699   0.5         30,733   0.4         68,432   0.9         
1996 39,428   0.5         29,011   0.4         68,439   0.9         
1997 40,177   0.5         30,896   0.4         71,073   0.9         
1998 40,141   0.5         32,662   0.4         72,803   0.8         
1999 40,276   0.4         33,860   0.4         74,136   0.8         
2000 41,050   0.4         32,897   0.3         73,947   0.8         
2001 44,147   0.4         35,942   0.4         80,089   0.8         
2002 48,238   0.5         39,673   0.4         87,911   0.8         
2003 57,328   0.5         44,112   0.4         101,440  0.9         
2004, estimate 65,796   0.6         49,210   0.4         115,006  1.0         






1）左欄は金額（$, million）、右欄は GDP 比（％） 




 Agriculture 15.8 16.5 17.1 19.8 20.0 19.5 19.5
 Commerce 4.2 5.4 8.7 5.2 5.4 5.1 5.4
 Defense 259.8 274.6 287.3 305.6 327.8 364.6 379.9
 Education 29.8 28.8 29.4 40.1 48.5 50.3 53.1
 Energy 16.8 17.9 17.8 20.2 20.9 22.1 23.4
 Health and Human Services 37.1 41.5 45.5 54.5 59.5 64.6 66.2
 Homeland Security 15.7 25.4 26.7
 Housing and
 Urban Development 20.1 22.5 21.1 28.4 29.4 30.9 31.3
 Interior 8.1 8.0 8.5 10.5 10.5 10.2 10.6
 Justice 17.6 18.4 18.8 21.6 18.6 18.3 17.7
 Labor 10.7 11.0 8.8 12.0 12.1 11.6 11.5
 Transportation 15.0 12.9 14.5 18.0 12.9 12.9 13.7
 Treasury 11.5 12.8 12.5 15.1 10.5 11.0 11.4
 Environmental Protection
 Agency 7.4 7.6 7.6 7.9 7.9 7.6 7.6
 National Aeronautics and
 Space Administration 13.6 13.7 13.6 14.4 14.8 15.0 15.5
















－ － － －
 








Defense 58,696 49.96 66,323 52.24
 National Aeronautics & Space Admin. 10,999 9.36 10,958 8.63
Energy 8,225 7.00 8,731 6.88
Health and Human Services 27,566 23.46 28,473 22.43
 National Institutes of Health 26,245 22.34 27,093 21.34
National Science Foundation 3,927 3.34 4,113 3.24
Agriculture 2,276 1.94 2,166 1.71
Homeland Security 669 0.57 1,044 0.82
Interior 627 0.53 676 0.53
Transportation 702 0.60 644 0.51
 Environmental Protection Agency 643 0.55 654 0.52
Commerce 1,248 1.06 1,260 0.99
Education 315 0.27 310 0.24
Agency for Int'l Development 267 0.23 285 0.22
Department of Veterans Affairs 800 0.68 820 0.65
Nuclear Regulatory Commission 59 0.05 60 0.05
Smithsonian 128 0.11 126 0.10
All Other 340 0.29 327 0.26














Defense 63,056 53.7 70,938 55.9
Nondefense 54,433 46.3 56,030 44.1
 Space 9,923 8.4 9,844 7.8
 Health 28,331 24.1 29,258 23.0
 Energy 1,366 1.2 1,499 1.2
 General Science 7,025 6.0 7,671 6.0
 Natural Resources & Environ. 2,249 1.9 2,364 1.9
 Agriculture 2,034 1.7 1,902 1.5
 Transportation 1,911 1.6 1,927 1.5
 Commerce 563 0.5 535 0.4
 International 297 0.3 316 0.2
All Other 734 0.6 714 0.6










基礎 応用 基礎+応用 基礎 応用 基礎+応用
Health and Human Services 14,092 12,264 26,356 14,914 13,227 28,141
 National Institutes of Health 14,088 11,032 25,120 14,910 11,975 26,885
National Science Foundation 3,435 213 3,648 3,599 211 3,810
Department of Defense 1,417 4,748 6,165 1,404 4,932 6,336
Department of Energy 2,561 2,614 5,175 2,724 2,902 5,626
National Aeronautics & Space Admin. 2,356 3,176 5,532 2,286 3,472 5,758
Department of Agriculture 911 887 1,798 908 922 1,830
Department of the Interior 42 524 566 40 575 615
Environmental Protection Agency 116 416 532 118 423 541
Department of Commerce 325 664 989 389 647 1,036
Department of Transportation － 432 432 － 394 394
Department of Veterans Affairs － 774 774 － 795 795
Department of Education － 225 225 － 248 248
All Other 677 89 766 664 179 843














基礎 応用 基礎+応用 基礎 応用 基礎+応用
Health and Human Services 26.61 23.16 49.77 26.64 23.63 50.28
 National Institutes of Health 26.60 20.83 47.43 26.64 21.39 48.03
National Science Foundation 6.49 0.40 6.89 6.43 0.38 6.81
Department of Defense 2.68 8.97 11.64 2.51 8.81 11.32
Department of Energy 4.84 4.94 9.77 4.87 5.18 10.05
National Aeronautics & Space Admin. 4.45 6.00 10.45 4.08 6.20 10.29
Department of Agriculture 1.72 1.67 3.40 1.62 1.65 3.27
Department of the Interior 0.08 0.99 1.07 0.07 1.03 1.10
Environmental Protection Agency 0.22 0.79 1.00 0.21 0.76 0.97
Department of Commerce 0.61 1.25 1.87 0.69 1.16 1.85
Department of Transportation － 0.80 0.82 － 0.70 0.70
Department of Veterans Affairs － 1.50 1.46 － 1.40 1.42
Department of Education － 0.40 0.42 － 0.40 0.44
All Other 1.28 0.17 1.45 1.19 0.32 1.51





























 Related Activities 2,846.80 3,004.00 3,540.68 3,326.98 3,783.21 4,106.36
 Education and
 Human Resources 683.00 711.00 729.01 872.41 908.08 938.04
 Major Research Equipment
 & Facilities Construction 94.00 85.00 138.54 96.30 126.28 202.33
 Salaries and Expenses 144.00 149.00 157.89 170.04 210.16 225.70
 Office of Inspector General 5.20 5.45 6.28 6.76 8.06 8.77








 Biocomplexity in the Environment 136.31 58.10 79.20 99.83
 Information Technology Research 326.91 272.53 285.83 302.61
 Nanoscale Science and Engineering 216.65 173.71 221.25 248.99
 Mathematical Sciences 60.09 89.09
 Human and Social  Dynamics 10.00 24.25
 Workforce for the 21st Century 157.05 125.51 184.69 8.50





























 基礎研究支援 2,952,420   81.6   3,074,750   81.2   3,355,694   81.7   
 応用研究支援 169,095     4.7     191,674     5.1     196,992     4.8     
小計 3,121,515   86.3   3,266,424   86.3   3,552,686   86.5   



























直接費 1,894,101   52.3          2,200,685   58.2          2,381,690   58.0          
間接費 667,244     18.5          541,707     14.3          574,890     14.0          






































2,751,055   76.1   2,917,119   77.1   3,183,111   77.5   
























 基礎研究支援 122,126     14.1   130,190     14.3   130,190     13.9   
 応用研究支援 16,367       1.9     7,000        0.8     7,000        0.7     
小計 138,493     16.0   137,190     15.1   137,190     14.6   




























直接費 99,008       11.4          82,314       9.0           84,425       9.0           
間接費 20,073       2.3           20,578       2.3           18,760       2.0           





































130,889     15.1   131,729     14.5   131,690     14.0   




















 Research Project Grants 8,475 9,769 11,107 13,016 14,298 15,204
 Research Centers 1,385 1,562 1,846 2,117 2,422 2,589
 Research Training 509 540 590 653 693 715
 Research & Development
 Contracts 1,022 1,157 1,337 1,793 2,430 2,779
 Total, Above Categories 11,391 13,028 14,880 17,579 19,843 21,287















 Grants 20,074 21,703 23,317 24,856 26,195 26,958
 New/Competing
 Grants 8,532 8,835 9,151 9,471 10,165 10,509
 Small Business








 National Science Foundation 204 221 249
 Department of Defence 224 243 222
 Department of Energy 89 133 197
 National Institutes of
 Health 59 65 70
 National Institute of
 Standards and Technology 77 66 62
 National Aeronautics and
 Space Administration 35 33 31
 Department of Agriculture 0 1 10
 Environmental Protection
 Agency 6 5 5
 Department of Homeland
 Security 2 2 2
 Department of Justice 1 1 1


























 Biological Science 2.33 2.33 2.98
 Computer and Information
 Science 2.20 10.20 11.14
 Engineering 55.27 86.30 94.35
 Geosciences 6.80 6.80 7.53
 Mathematics and Physical
 Science 83.08 93.08 103.92
 Social and Behavioral
 Sciences 0.00 0.00 1.11
 Education and Human
 Resources 0.00 0.00 0.22
 Total, Nanoscale Science












































5,538 4,379 4,291 5,030 6,501 6,679 5,715
16.8 13.8 13.8 15.5 16.7 15.7 14.3
3,503 2,643 2,646 3,712 5,438 6,118 5,073
10.6 8.3 8.5 11.5 14.0 14.4 12.7
5,084 4,923 5,709 5,754 7,115 8,326 8,350
15.4 15.5 18.4 17.8 18.3 19.5 21.0
5,467 6,070 5,837 5,790 6,216 7,045 6,611
16.5 19.1 18.8 17.9 16.0 16.5 16.5
5,055 4,562 3,561 3,500 4,444 5,435 5,373
15.3 14.4 11.4 10.8 11.4 12.8 13.4
7,085 7,455 7,251 6,454 6,677 6,580 6,488
21.4 23.6 23.3 19.9 17.2 15.5 16.2
1,309 1,684 1,815 2,130 2,498 2,373 2,345
4.0 5.3 5.8 6.6 6.4 5.6 5.9
33,041 31,716 31,110 32,370 38,889 42,556 39,955


























1972 1977 1982 1987 1992 1997 2002 年次


















367 430 576 830 1,283 1,474 1,534
6.6 9.8 13.4 16.5 19.9 22.3 26.9
22 74 124 242 506 750 887
0.6 2.8 4.7 6.5 9.4 12.4 17.5
773 1,029 1,636 2,030 2,802 3,725 3,979
15.2 20.9 28.7 35.3 39.6 45.0 47.7
1,026 1,724 2,158 2,494 2,964 3,677 3,651
18.8 28.4 37.0 43.1 47.9 52.7 55.3
1,300 1,659 1,510 1,571 2,063 2,597 2,702
25.7 36.4 42.4 44.9 46.6 48.1 50.4
1,646 2,585 3,539 3,557 3,976 4,124 4,288
23.2 34.7 48.8 55.1 59.7 63.3 66.2
153 357 550 708 842 904 1,084
11.7 21.2 30.3 33.2 33.9 38.6 46.4
5,377 7,991 10,268 11,633 14,659 17,251 18,125
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1,065 944 1,039 1,623 2,813 2,711 2,443
19.2 21.6 24.2 32.3 43.3 40.6 42.7
1,141 1,099 1,326 1,887 3,154 3,148 2,916
32.6 41.6 50.1 50.8 58.0 51.5 57.5
993 914 933 1,181 2,284 2,793 2,498
19.5 18.6 16.3 20.5 32.1 33.5 29.9
711 730 731 902 1,337 1,336 1,250
13.0 12.0 12.5 15.6 21.5 19.0 18.9
420 418 365 503 860 944 956
8.3 9.2 10.2 14.4 19.4 17.4 17.8
415 488 717 593 718 576 586
5.9 6.5 9.9 9.2 10.8 8.8 9.0
179 265 320 501 817 616 704
13.7 15.7 17.6 23.5 32.7 26.0 30.0
5,023 4,816 5,431 7,190 11,933 12,124 11,353
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1993年 1995年 1997年 1999年 2001年
科学者 23.4    24.9    26.2    27.5    29.1    
技術者 4.3     5.1     6.0     6.7     7.4     
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図表２７ 博士号取得者に占める女性の割合／科学者のケース（2001 年） 
 コンピューター、
 情報 17.2 16.9 16.6
数学 13.3 13.9 14.9
 ライフサイエンス、
 農林水産 29.0 30.6 32.3






（資料）Characteristics of Doctoral Scientists and Engineers in the United States, 
National Science Foundation 
図表２８ 博士号取得者に占める女性の割合／技術者のケース（2001 年）
 宇宙、航空 1.4 3.4 4.7
化学工学 6.0 8.1 8.7
 土木、建築 5.8 5.5 5.5
 電気、電子 4.7 5.8 6.2
 材料、冶金 10.7 10.9 11.0
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 科学者 8.7 11.1 10.1
技術者 16.9 19.3 17.1
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図表３０ 博士号取得者に占める外国人の割合／科学者のケース（2001 年） 
 コンピュータ、
 情報 25.5 21.9
数学 15.7 15.0
 ライフサイエンス、
 農林水産 8.6 11.4 11.4
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図表３１ 博士号取得者に占める外国人の割合／技術者のケース（2001 年） 
 宇宙、航空 6.8 6.9 5.3
化学工学 18.5 18.6 20.1
 土木、建築 26.2 23.7 25.2
 電気、電子 21.3 26.3 23.7
 材料、冶金 ― 11.6 19.7
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1993年 1995年 1997年 1999年 2001年
科学者 56,000 60,000 62,000 66,000 70,000 
技術者 69,000 70,000 75,000 82,000 88,000 
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 情報 70,000 54,000 65,000 93,500 89,000
数学 60,000 50,600 100,000 83,000 68,000
 ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ、
 農林水産 60,000 48,000 70,000 73,000 67,000
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図表３４ 博士号取得者の年俸／技術者のケース（2001 年） 
 宇宙、航空 87,500 93,000 92,000 80,300 91,000
化学工学 85,000 90,000 85,000 90,000
 土木、建築 75,000 80,000 100,000 84,000 62,000 75,000
 電気、電子 90,000 100,000 120,000 99,000 94,000 100,000
 材料、冶金 88,400 90,000
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①大学教職員の平均年俸（2002 年～2003 年） 
②大学教職員の平均年収（2002 年～2003 年） 
③大学教職員の平均待遇（2002 年～2003 年） 
④大学教職員のテニュア取得率（2002 年～2003 年） 
⑤大学教職員の平均年俸の地域偏差（2002 年～2003 年） 
⑥大学の研究開発資金の提供機関 
⑦公立大学と私立大学の資金提供機関の比較 










図表３５ 大学教職員の平均年俸（2002 年～2003 年） 
  Professor 93,880       85,372       120,164     109,326     
  Associate 66,433       62,077       78,823       73,788       
  Assistant 57,062       52,238       69,980       61,875       
  Instructor 38,563       36,910       46,810       44,920       
  Lecturer 46,216       40,932       54,021       45,771       
  Professor 75,181       72,706       80,881       77,290       
  Associate 60,172       57,566       62,686       59,059       
  Assistant 49,993       48,071       51,011       49,013       
  Instructor 37,072       35,961       39,934       38,741       
  Lecturer 44,848       41,446       43,937       39,740       
  Professor 67,714       65,128       81,328       76,462       
  Associate 55,518       53,395       58,290       56,169       
  Assistant 46,375       44,711       48,015       46,797       
  Instructor 37,385       35,789       38,632       37,707       
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図表３６ 大学教職員の平均年収（2002 年～2003 年） 
  Professor 92,387       114,670     118,269     146,571     
  Associate 64,938       82,139       77,165       98,468       
  Assistant 54,986       69,742       66,926       84,355       
  Instructor 37,589       48,153       45,832       58,339       
  Lecturer 43,390       55,595       49,815       64,292       
  Professor 74,545       92,478       80,011       100,431     
  Associate 59,145       74,540       61,263       78,028       
  Assistant 49,086       62,188       50,028       63,299       
  Instructor 36,398       46,781       39,310       49,106       
  Lecturer 42,968       53,282       41,674       52,763       
  Professor 67,004       83,410       79,928       101,775     
  Associate 54,694       69,503       57,340       73,333       
  Assistant 45,587       58,221       47,409       59,994       
  Instructor 36,503       47,189       38,090       47,743       
  Lecturer 39,334       49,275       49,110       63,151       
平均年収（$）
公立大学 私立大学
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図表３７ 大学教職員の平均待遇（2002 年～2003 年） 
博士課程の
教職員
73,997         18,780         92,777         61.5           
修士課程の
教職員
58,769         14,678         73,447         55.6           
学士課程の
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図表３８ 大学教職員のテニュア取得率（2002 年～2003 年） 
  Professor 97.5         96.8         95.7         95.2         
  Associate 87.1         86.5         79.8         78.9         
  Assistant 12.4         13.9         14.1         18.1         
  Instructor 19.9         18.5         9.3          7.2          
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Professor 111,571  109,699  95,825   90,587   84,218   90,114   96,804   84,089   103,681  
Associate 73,478   74,711   66,326   63,549   61,879   62,771   67,339   61,797   67,982   
Assistant 63,129   62,364   56,017   54,356   52,014   55,026   57,158   52,867   59,196   
Instructor 51,020   41,654   37,747   38,342   34,465   36,650   40,673   38,949   39,366   











WestNorth CentralNorth East South
 




1980 4,335   67.2   519      8.0    264      4.1    920      14.3   419      6.5    6,455   100.0 
1981 4,670   65.9   581      8.2    314      4.4    1,058   14.9   463      6.5    7,085   100.0 
1982 4,879   64.2   621      8.2    363      4.8    1,207   15.9   534      7.0    7,603   100.0 
1983 5,210   63.1   658      8.0    432      5.2    1,357   16.4   595      7.2    8,251   100.0 
1984 5,748   62.8   721      7.9    518      5.7    1,514   16.5   654      7.1    9,154   100.0 
1985 6,388   62.0   834      8.1    630      6.1    1,743   16.9   713      6.9    10,308 100.0 
1986 7,028   60.9   969      8.4    745      6.5    2,019   17.5   780      6.8    11,540 100.0 
1987 7,768   60.7   1,065   8.3    831      6.5    2,262   17.7   882      6.9    12,807 100.0 
1988 8,592   60.4   1,165   8.2    933      6.6    2,527   17.8   1,003   7.1    14,220 100.0 
1989 9,315   59.6   1,274   8.1    1,061   6.8    2,852   18.2   1,131   7.2    15,632 100.0 
1990 9,936   58.7   1,399   8.3    1,166   6.9    3,187   18.8   1,249   7.4    16,936 100.0 
1991 10,663 58.6   1,483   8.1    1,242   6.8    3,457   19.0   1,358   7.5    18,202 100.0 
1992 11,524 59.5   1,525   7.9    1,320   6.8    3,568   18.4   1,448   7.5    19,384 100.0 
1993 12,300 60.0   1,556   7.6    1,391   6.8    3,708   18.1   1,530   7.5    20,485 100.0 
1994 12,985 60.1   1,621   7.5    1,455   6.7    3,936   18.2   1,594   7.4    21,591 100.0 
1995 13,580 60.1   1,750   7.7    1,547   6.8    4,108   18.2   1,616   7.2    22,599 100.0 
1996 14,067 59.4   1,858   7.8    1,667   7.0    4,430   18.7   1,665   7.0    23,686 100.0 
1997 14,716 58.7   1,926   7.7    1,812   7.2    4,846   19.3   1,790   7.1    25,088 100.0 
1998 15,589 58.5   1,987   7.5    1,971   7.4    5,183   19.4   1,934   7.3    26,664 100.0 
1999 16,518 58.2   2,083   7.3    2,133   7.5    5,562   19.6   2,066   7.3    28,363 100.0 




その他連邦政府 州政府等 産業界 学会・協会
 
1）左欄は金額（百万$）、右欄は割合（％） 




公立 2,046.7 60.4  423.8   12.5  111.7   3.3    590.9   17.4  214.5   6.3    3,387.6  100.0 
私立 1,551.5 78.4  48.0     2.4    81.5     4.1    144.2   7.3    153.3   7.7    1,978.5  100.0 
公立 5,194.4 52.9  1,100.4 11.2  632.0   6.4    2,246.4 22.9  638.0   6.5    9,811.2  100.0 
私立 3,796.2 73.5  123.2   2.4    361.7   7.0    451.4   8.7    432.8   8.4    5,165.3  100.0 
公立 9,667.1 51.9  1,851.7 9.9    1,356.6 7.3    4,528.6 24.3  1,224.3 6.6    18,628.2 100.0 
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図表４２ 全米トップ 100 大学の研究開発資金の提供機関（1999 年） 
連邦政府 州政府等 産業界 学会・協会 その他 合計
1 University of Michigan,all campuses 公立 334         5            34           103         32           509         
6 University ofCalifornia-Berkeley 公立 191         48           22           149         42           452         
7 Johns Hopkins University 私立 352         1            15           26           44           439         
9 Stanford University 私立 354         3            32           19           19           427         
10 Massachusetts Instituteof  Technology 私立 309         0            75           13           23           420         
14 University of Pennsylvania 私立 279         2            30           33           39           384         
15 Pennsylvania StateUniversity, all campuses 公立 199         16           66           99           0            379         
16 University of Minnesota,all campuses 公立 208         49           24           62           29           371         
23 Washington University 私立 219         7            20           35           35           316         
25 University of Florida 公立 122         66           28           78           10           304         
32 University of Texas atAustin 公立 165         18           40           31           5            258         
37 Northwestern University 私立 133         4            14           58           25           234         
42 California Institute ofTechnology 私立 195         1            6            8            2            212         
43 Michigan State University 公立 90           37           8            65           8            208         
55 University of Chicago 私立 136         0            2            9            16           163         
56 Iowa State University 公立 54           48           15           41           3            161         
68 Carnegie Mellon University 私立 90           18           18           9            7            142         
70 University ofCalifornia-Lrvine 公立 76           4            17           28           17           142         
74 Oregon State University 公立 82           29           0            24           4            139         
80 Princeton University 私立 73           2            6            29           14           124         
82 Rockefeller University 私立 45           2            3            40           31           122         
88 Arizona State University 公立 54           2            4            44           3            107         
92 Tufts University 私立 64           1            7            20           10           102         


























1980 2,021        685          495          158           285          216          412          4,263        
1981 2,101        702          573          171           300          243          376          4,466        
1982 2,140        715          664          186           277          255          369          4,605        
1983 2,392        783          724          189           297          275          306          4,966        
1984 2,715        880          830          204           321          261          335          5,547        
1985 3,158        1,002        940          237           357          293          352          6,340        
1986 3,243        992          1,098        254           345          274          355          6,559        
1987 3,903        1,096        1,017        294           386          280          361          7,337        
1988 4,199        1,143        1,071        338           406          305          366          7,828        
1989 4,565        1,254        1,189        434           454          328          449          8,672        
1990 4,779        1,321        1,213        471           500          348          505          9,138        
1991 5,521        1,436        1,152        534           621          386          520          10,169      
1992 5,064        1,540        1,403        586           640          438          600          10,271      
1993 5,848        1,562        1,616        614           583          433          553          11,208      
1994 6,191        1,680        1,703        641           565          439          577          11,797      
1995 6,271        1,734        1,589        708           594          435          597          11,928      
1996 6,620        1,740        1,447        665           601          376          529          11,978      
1997 7,057        1,819        1,345        719           583          441          595          12,559      
1998 7,565        1,875        1,422        787           623          415          679          13,366      
1999 8,762        2,076        1,474        787           630          492          739          14,959      
2000, estimate 10,085      2,200        1,523        787           642          581          797          16,612      








1973 328      11.4   1,530   53.1   74       2.6    231      8.0    106      3.7    2,551   88.5   333      11.5   2,884   100.0 
1976 379      10.2   2,102   56.4   78       2.1    262      7.0    101      2.7    3,297   88.4   432      11.6   3,729   100.0 
1979 602      11.2   2,834   52.8   100      1.9    293      5.5    133      2.5    4,591   85.6   776      14.5   5,366   100.0 
1982 824      11.3   4,014   54.8   130      1.8    354      4.8    156      2.1    6,296   86.0   1,028   14.0   7,324   100.0 
1985 1,148   11.9   5,279   54.5   158      1.6    383      4.0    186      1.9    8,269   85.4   1,418   14.6   9,687   100.0 
1988 1,554   11.5   7,257   53.9   213      1.6    552      4.1    290      2.2    11,367 84.4   2,096   15.6   13,463 10 
1989 1,647   11.0   8,061   53.8   234      1.6    633      4.2    318      2.1    12,584 84.0   2,392   16.0   14,976 10 
1990 1,807   11.1   8,726   53.6   253      1.6    703      4.3    336      2.1    13,629 83.7   2,657   16.3   16,285 10 
1991 1,939   11.0   9,472   53.9   283      1.6    750      4.3    332      1.9    14,677 83.5   2,907   16.5   17,584 10 
1992 2,055   10.9   10,196 54.2   329      1.7    815      4.3    315      1.7    15,755 83.7   3,062   16.3   18,818 10 
1993 2,130   10.7   10,851 54.4   350      1.8    896      4.5    368      1.8    16,795 84.2   3,156   15.8   19,951 10 
1994 2,176   10.4   11,465 54.5   358      1.7    953      4.5    389      1.9    17,665 84.0   3,355   16.0   21,020 10 
1995 2,254   10.2   12,185 55.0   370      1.7    1,018   4.6    426      1.9    18,647 84.1   3,515   15.9   22,161 10 
1996 2,256   9.8    12,712 55.2   381      1.7    1,096   4.8    418      1.8    19,328 83.9   3,707   16.1   23,035 10 
1997 2,362   9.7    13,586 55.8   396      1.6    1,119   4.6    507      2.1    20,491 84.2   3,847   15.8   24,338 10 
1998 2,483   9.6    14,583 56.4   445      1.7    1,130   4.4    448      1.7    21,768 84.3   4,069   15.7   25,837 10 






　　　Sciences Other Sciences 小計
Total sciences    Total
























いて、本分野の動向に詳しい４人の有識者より成る米国機関である Technology Policy 
International と連携し、詳細な検討を行った。 
さらに、検討結果をまとめた資料「Human Resources for Science and Technology: How the U.S. 









（１） 米国は 2003 年に、「ナノサイエンス」及び「ナノテクノロジー」の研究開発を奨励する
ための包括法として、「21st Century Nanotechnology Research and Development Act」を制定
している。 
 













（６） ナノテクノロジー分野の研究を牽引する政府機関として、National Science Foundation は
「Nanoscale Science and Engineering Education Program」という人材育成プログラムを提供






 ・Community Colleges in Pennsylvania；Associate Degree in Nanotechnology、 University of 
Pennsylvania との共同プログラム 
・Dakota County Technical College；Associate in Applied Science Degree in Nanoscience Technology、
University of Minnesota との共同プログラム 
・Rice University；Professional Master of Science in Nanoscale Physics 
・University of Albany； School of Nanoscale and Nanoengineering、Ph.D. and M.S. 
















で 70 以上の米国の大学が専門の教育プログラムを推進している。 
 
（２） しかしながら「Bioinformatics: Emerging Opportunities and Emerging Gaps, in Capitalizing on 
New Needs and New Opportunities: Government-Industry Partnerships in Biotechnology and 




































National Science Foundation との連携も図っている。 
 
（９） National Science Foundation の発表によれば、今後、以下の大学を対象に、学部学生を対
象とした夏季教育プログラムへの支援を行うことが計画されている。 
 
・California State University 
・Clemson University 
・Iowa State University 
・Pennsylvania State University 
・Virginia Commonwealth University 
・Massachusetts Institute of Technology 
・New Jersey Institute of Technology 
・University of Minnesota 

























































































































「第Ⅱ部」は、マンチェスター大学工学・科学技術政策研究所（PREST：Policy Research in 
Engineering, Science & Technology）に委託して作成した報告書 “The Impact of UK S&T 




































1993 年に公表された「科学・工学・技術白書」（Realising our Potential）は、1971 年に公



































おいては、基礎研究が 63.2％、応用研究が 36.1％、開発研究が 0.7％となっている。政府省
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 Table ESRC.6: 奨学金の分野別内訳（金額）                （千ポンド）  
 99/00 00/01 01/02 02/03
修士コース   
Area Studies and Development Studies 51 48 42 1
Economic and Social History 23 18 16 0
Economics 87 80 79 9
Education 20 14 13 0
Human Geography 32 29 27 2
Interdisciplinary Studies in Science, Technology & Innovation 0 0 42 0
Linguistics 11 8 7 0
Management and Business Studies 45 30 30 0
Cross Disciplinary 0 0 0 0
Planning, Environment and Housing Studies 128 102 74 4
Political Science, International Studies/Relations 84 80 64 0
Psychology 29 26 22 0
Science and Technology 45 45 0 0
Social Anthropology 24 20 18 0
Social Policy, Social Work and Health Studies 21 15 18 1
Social Statistics, Computing and Methodology 17 15 14 0
Socio-Legal Studies and Criminology 28 23 24 1
Sociology 50 43 40 3
博士コース   
Area Studies and Development Studies 40 43 46 61
Economic and Social History 64 60 65 76
Economics 106 104 96 140
Education 119 117 118 126
Human Geography 149 172 171 184
Interdisciplinary Studies in Science, Technology and Innovation 0 0 37 41
Linguistics 34 37 37 47
Management and Business Studies 128 125 123 132
Cross Disciplinary 45 50 66 75
Planning, Environment and Housing Studies 62 59 57 60
Political Science, International Studies/Relations 173 190 204 221
Psychology 181 193 205 223
Science and Technology 45 47 0 0
Social Anthropology 88 86 81 100
Social Policy, Social Work and Health Studies 84 88 94 98
Social Statistics, Computing and Methodology 26 21 15 18
Socio-Legal Studies and Criminology 32 33 29 39
Sociology 189 225 213 220
合計  2,260 2,246 2,187 1,882
 
97 
 Table ESRC.7: 奨学金のテーマ別内訳（件数）              （件） 
 99/00 00/01 01/02 02/03 
修士コース   
自由テーマ 695 596 530 21 
博士コース   
Economic Performance and Development 195 214 
Environment and Human Behaviour 109 128 
Governance and Citizenship 231 277 
Knowledge, Communication and Learning 290 288 
Lifecourse, Lifestyles and Health 241 210 
Social Stability and Exclusion 315 303 
Work and Organisations 57 97 
Multi-Theme 10 8 
自由テーマ 209 336 
特定テーマ（2001 年度以降、上の２コースに移行）   
Economic Performance and Development 131 152   
Environment and Sustainability 123 122   
Globalisation, Regions and Emerging Markets 103 105   
Governance and Regulation 132 170   
Technology and People 74 73   
Innovation 86 69   
Knowledge, Communication and Learning 231 253   
Lifespan, Lifestyles and Health 154 190   
Social Inclusion and Exclusion 313 339   




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 第３章 重点化施策が大学の研究環境に及ぼすインパクト 

































 ３．２ 各大学の概要 
(ｲ) 大学Ａ 
 
大学 A に関する各種データは、次の通りである。 
 
Table UA1: A 大学：RAE の結果  
92 93 94 95
 
設立は 19 世紀。学生数は 18,000 人。研究者は 2,000 人。70 超の学科がある。英大の研究
に関する様々なランキングにおいて、おおむね上位 10 位内に入っている。 
評価対象専門分野 96 97 98 99 00 01 02
Clinical Laboratory Sciences 3b 4 
Community based Clinical Subjects 5 4 
3   
  5 
Hospital based Clinical Subjects 4 3a 5   




4 Pre-Clinical Studies   5*
-   - 
Physiology 4 -   - 
Pharmacy 4 5  5*
Nursing 4 4   5 
Other Studies and Professions Allied to Medicine - -   5 
Biochemistry 4 5   - 
Psychology 3 4   5 
Biological Sciences 3 4   5*
Chemistry 4 4   5 
Physics 4 5   5 
Earth Sciences 5 4   5 
Pure Mathematics 4 5   5 
Applied Mathematics 5 4   5 
Statistics and Operational Research 4 3a   4 
Computer Science 5 5   5*
Civil Engineering 3 4   5 
Electrical & Electronic Engineering 3 3a   - 
Mechanical Aero & Manufacturing Engineering 3 4   5 
Metallurgy and Materials 4 5*   5*
Built Environment 2 2   - 
Town and Country Planning 3 3b   4 
Geography 3 4   4 
Law 4 5   5 
Anthropology 5 5   5 
Economic & Social History 4 -   - 
Economics & Econometrics 3 4   4 
Politics & International Studies 5 4   5 
Politics & International Studies A - 3b   - 
Social Policy & Administration 4 4   5 
Social Work 3 -   - 
Sociology 4 5   5*
Business and Management Studies - 4   5 
Accountancy (Accounting and Finance) 5 5*   5*
American Studies 2 -   - 
 
111 
 Middle Eastern and African Studies 4 5   5 
English Language & Literature 4 4   5 
French 3 5   5*
German and related languages (Dutch and Scandinavian) 5 5   5*
Italian 3 3a   5 
Russian (Slavonic and East European Languages) 3 3a   4 
Spanish – Iberian and Latin American Languages 3 4   5*
Linguistics 4 5   5 
Classics and Ancient History (Byzantine and Modern Greek) 3 4   5 
Archaeology 2 -   - 
History 4 5   5 
History of Art, Architecture and Design 4 4   5 
Philosophy 3 2   4 
Theology, Divinity & Religious Studies 4 5*   5*
Drama, Dance and Performing Arts 5 4   5 
Music 3 5*   5*
Education 5 4   4 
1992 RAE data from: http://www.somis.dundee.ac.uk/pub/dundom/rae92res/ 









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 Table UA5: A 大学：産業界からの委託研究 
 99/00 01/02 
件数 123 110 
金額（千ドル） 1,654 5,110 6,010 
中小企業からの委託研究件数 n.a. 12 12 





Table UA6: A 大学：産学連携関連奨学金の件数           （件） 
 99/00 00/01 01/02 
CASE 奨学金の件数 128 145 129 
そのうち、大学と同地域の企業との連携 36 58 51 
 
 
Table UA7: A 大学：企業教育スキーム（TCS）の採用件数     （件、人） 
 99/00 00/01 01/02 
TCS を採用したプログラム件数 3 4 4 
TCS 参加学生数 4 4 4 
地域企業との間で TCS を採用したプログラム件数 3 4 4 
地域企業との間の TCS に参加した学生数 1 1 3 




Table UA8: A 大学：設備利用に関する産業界からの収入 
 99/00 00/01 01/02 
設備利用に関する産業界からの収入（千ドル） n.a. 0 129 




Table UA9: A 大学：発明公開件数                      （件） 
 98/99 99/00 00/01 01/02 
発明公開件数 65 92 61 50
 
 
 Table UA10: A 大学：特許 
 98/99 99/00 00/01 01/02 
特許出願件数 36 51 0 88
特許新規出願件数 19 24




 Table UA11: A 大学：ライセンシング                      （件） 
 98/99 99/00 00/01 01/02 
非ソフトウェア、国内企業向け 2 5 5 11
非ソフトウェア、国外企業向け 0 0
ソフトウェア、国内企業向け 4 1
ソフトウェア、国外企業向け 1 1 0
 
 
Table UA12: A 大学：特許収入・コスト        （千ポンド） 
 98/99 99/00 00/01 01/02 
特許収入  559 318 195 167
特許取得・維持コスト 611 645 723 465




Table UA13: A 大学：コンサルティング活動 
 98/99 99/00 00/01 
コンサルティング実施企業数 172 225 639 977
そのうちの地域の企業の社数と割合 (%) 505 (79%) 674 (69%)
コンサルティング契約数 384 508





Table UA14a: A 大学：大学発ベンチャー（2000 年以前） 
  
  













大学が出資しているケース  3 31 112  17,000
大学の出資がないケース 0 0 0 0 0
その他（スタッフによる起業）  1 6 14 6,700 339





















大学が出資しているケース  6 6 124 1,400
大学の出資がないケース 0 0 0 0
その他（スタッフによる起業）  0 0 0 0
その他（卒業生による起業）    0 0 0 0
 
 













大学が出資しているケース  6 6 187 3,070
大学の出資がないケース 0 0 0 0
その他（スタッフによる起業）  0 0 0 0
その他（卒業生による起業）    0 0 0 0
 
 
Table UA15: A 大学：大学発ベンチャーの持分の売却収入（千ポンド） 
 99/00 00/01 01/02 
売却収入 0 0 0
 
 
Table UA16: A 大学：就労体験コース 






















１年コース 126 n.a. 132 40 124 40




n.a. 200 20 205 20

















企業人向け遠隔教育 n.a. n.a. 
企業人向け継続教育 n.a. n.a. 
企業人向け講座（大学で講義） n.a. 1,084 
企業人向け講座（出張講義） n.a. 409 







Table UA18: A 大学：地域振興関連データ                （千ポンド） 
  
 99/00 00/01 01/02 
欧州地域開発基金からの収入 1,026 208 365
欧州地域開発基金からのインフラ支援額 600 0 
中央政府による地域開発向け助成金額 754 572
地域機関による地域開発向け助成金額 1,014 0 
 
118 
 (ﾛ) 大学Ｂ 
設立は 1964 年。当時、英政府は、地方部における大学の不足に対応していくつかの大学を新
設しており、大学Ｂはその一環として設立された。当初は研究者 40 人、その他職員 14 人でスタ





Table UB1: B 大学：RAE の結果 
評価対象専門分野 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02
Psychology 4 4    5
Biological Sciences 4 4    4
Physics 3 3a    5*
Earth Sciences - -    5
Environmental Studies 5 -    -
Pure Mathematics 3 4    4
Statistics and Operational Research 5 5    5*
Computer Science 4 5    
General Engineering 3 4    4
Electrical & Electronic Engineering - -    4
Metallurgy and Materials 3 -   -
3 3a    4
Law 2    5
Politics & International Studies 3 3a    4
Social Work 4 5    5
Sociology 5 5*    5*
Business and Management Studies 5 5*   5*
- -    5
English Language & Literature 4    5
French 3 3a    -
German and related languages (Dutch and Scandinavian) 3 4   -
Italian 3 4    -
Linguistics 5 4    5
History 4 4   
3b    3a
Theology, Divinity & Religious Studies    5
3a    -
Drama, Dance and Performing Arts 4   4
Music 3  4












Art and Design 3
4  
4   
-  5
1992 RAE data from: http://www.somis.dundee.ac.uk/pub/dundom/rae92res/ 
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 Table UB4: B 大学：産学連携に関する公的機関からの助成金収入 （千ポンド） 




その他政府省庁 0  







Table UB5: B 大学：産業界からの委託研究 
 99/00+ 00/01 01/02 
0  
中小企業からの委託研究件数 0
件数 0  
金額（千ドル） 
 
中小企業からの委託研究金額（千ドル） 0  
 
 
Table UB6: B 大学：産学連携関連奨学金の件数           （件） 
 99/00 00/01 
そのうち、大学と同地域の企業との連携 4 7 
01/02 
CASE 奨学金の件数 26 30 
 
 
Table UB7: B 大学：企業教育スキーム（TCS）の採用件数     （件、人） 
 99/00 
TCS を採用したプログラム件数 5 5 
TCS 参加学生数 5
5 5 
地域企業との間の TCS に参加した学生数 5 5 
00/01 01/02 
5 
地域企業との間で TCS を採用したプログラム件数 
 
 
Table UB8:B 大学：設備利用に関する産業界からの収入 
 99/00 00/01 01/02 
設備利用に関する産業界からの収入（千ドル） 50 50 
企業数（社） 5 5 
 
 
Table UB9: B 大学：発明公開件数                      （件） 







  Table UB10: B 大学：特許                         （件） 






Table UB11: B 大学：ライセンシング                      （件） 








Table UB12: B 大学：特許収入・コスト              （千ポンド） 
 98/99 99/00 00/01 01/02 
特許収入  16 13 
特許取得・維持コスト 40 45 





Table UB13: B 大学：コンサルティング活動 
 98/99 99/00 00/01 01/02 
コンサルティング実施企業数 100 125


















 (人、FTE) （千ポンド） 
大学が出資しているケース  0 0 0 0
大学の出資がないケース 1 0 0 0
その他（スタッフによる起業）  0 0 0 0





















大学が出資しているケース  0 0 0 0
大学の出資がないケース 0 0 0 0
その他（スタッフによる起業）  1 0 2 n.a.
その他（卒業生による起業）    2 0 4 n.a.
 
 
Table UB15: B 大学：大学発ベンチャーの持分の売却収入        （千ポンド） 
 99/00 00/01 01/02 
売却収入 0 0 
 
 
Table UB16: B 大学：就労体験コース 



















１年コース 66 - 90 -
短期コース（就労体験が必須） 20 -  -
短期コース（就労体験が選択） 0 - 25 -
0 -  -







Table UB17: B 大学：再教育・生涯教育関連データ 





企業人向け遠隔教育 n.a. no data 
企業人向け継続教育 n.a. no data 
n.a. 550 
企業人向け講座（出張講義） n.a. no data 







 Table UB18: B 大学：地域振興関連データ                （千ポンド） 









 (ﾊ) 大学Ｃ 
沿革は 19 世紀前半の技能工向け訓練機関にさかのぼる。1970 年にポリテクニクとなり、
1992 年に大学に昇格した。学生数は 30,000 人を超え英大において最大級で、2002 年の数字
でみると、全日制に約 19,000 人、定時制に 10,000 人超、さらに長期就労体験コース（sandwich 
course）に在籍している学生が 3,400 人いる。学位のレベル別にみると、大学院レベルに 8,500
人の学生がいる一方、準学位（Foundation Course）（訳注）等に 1,800 人の学生がいる。25
歳以上の学生が 11,000 人を超えている。 
 






 Table UC1: C 大学：RAE の結果  
評価対象専門分野 93 94 95 96 97 98 99 00 01
Nursing 1 1     -
Other Studies and Professions Allied to Medicine - 2     3b
Psychology 2 3b     3a
Biological Sciences 2 2     2
Food Science and Technology - 1     -
Chemistry 1 1     -
Physics 1 2     -
Environmental Sciences 2 3b     4
Applied Mathematics 2 2     -
Computer Science - 3a     3a
General Engineering - -     3a
Electrical and Electronic Engineering 3 3b     -
Mechanical, Aeronautical and Manufacturing Eng. - 2     -
Metallurgy and Materials 1 3a     4
Built Environment - 1   -
Town and Country Planning - 1     -
- 2     -
2 -     -
2 3a     3a
2 3b    3a
Social Work - 2     3a
Sociology 2 3b    3a
3b     3a
-     -
1     -
2     -
2     3a
English Language and Literature 2 3b     4
3b     3a
3 3a     4
Library and Information Management 2 3b     4
Philosophy - 3b     3a
Theology, Divinity and Religious Studies - 2     -
Art and Design 3 3a     4
Drama, Dance and Performing Arts - 3b     3a
Education 3 3b     4




Economic and Social History 
Economics and Econometrics 
Politics and International Studies  
 
Business and Management Studies 2
Accountancy 1
American Studies  - 
Asian Studies - 
European Studies - 
History 2
History of Art, Architecture and Design 
1992 RAE data from: http://www.somis.dundee.ac.uk/pub/dundom/rae92res/ 
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 Table UC3: C 大学：産学連携に関する公的機関からの助成金収入 （千ポンド） 
 99/00 00/01 01/02 
研究会議 200 503 543 
DTI/OST 2000 1 1
EU フレームワークプログラム 225,732 463 404 
その他政府省庁 n.a. 2,927 3,622 
その他 0 333 392 
 
 
Table UC4a: C 大学：委託研究 
 99/00 00/01 01/02 
件数 n.a. n.a. n.a. 
産業界からの委託研究金額（千ドル） 521.7 n.a. n.a. 
民間非営利機関からの委託研究金額（千ドル） 6.5 n.a. n.a. 
公共部門からの委託研究金額（千ドル） 1,968.0 n.a. n.a. 
委託研究金額合計（千ドル） 2,496.2 n.a. n.a. 
 
Table UC4b: C 大学：産業界からの委託研究 
 99/00 00/01 01/02 
件数 n.a. 66 99 
金額（千ドル） n.a. 2,467 2,021 
中小企業からの委託研究件数 n.a. 13 13 
中小企業からの委託研究金額（千ドル） n.a. 1,893 1,664 
 
 
Table UC5: C 大学：産学連携関連奨学金の件数           （件） 
 99/00 00/01 01/02 
CASE 奨学金の件数 6 2 2 
そのうち、大学と同地域の企業との連携 4 0 0 
 
 
Table UC6: C 大学：企業教育スキーム（TCS）の採用件数     （件、人） 
 99/00 00/01 01/02 
TCS を採用したプログラム件数 5 8 8 
TCS 参加学生数 7 10 10 
地域企業との間で TCS を採用したプログラム件数 3 7 7 





 Table UC7: C 大学：設備利用に関する産業界からの収入 
 99/00 00/01 01/02 
設備利用に関する産業界からの収入（千ドル） 400 0 300 
企業数（社） 326 212 
 
Table UC8: C 大学：発明公開件数                 （件） 
 98/99 00/01 01/02 




 Table UC9: C 大学：特許                  （件） 
 98/99 99/00 00/01 01/02 
特許出願件数 5 5 4 4 
特許新規出願件数 3 4 3 3 
特許取得件数 1 2 0 0 
 
 
Table UC10: C 大学：ライセンシング                       （件） 
 98/99 99/00 00/01 01/02 
非ソフトウェア、国内企業向け 1 1 0 0
非ソフトウェア、国外企業向け 0 0 0 0
ソフトウェア、国内企業向け 1 0 0 0
ソフトウェア、国外企業向け 0 0 0 0
 
 
Table UC11: C 大学：特許収入・コスト                   （千ポンド） 
 98/99 99/00 00/01 01/02 
特許収入  n.a. n.a. n.a. n.a.
特許取得・維持コスト 166.5 52.8 61 42
 
Table UC12: C 大学：コンサルティング活動 
 98/99 99/00 00/01 01/02 
コンサルティング実施企業数 280 320 463 266
そのうちの地域の企業の社数と割合 (%) 75% 75% 89% 56%
コンサルティング契約数 19 72 84 94




 Table UC.13: C 大学：大学発ベンチャー                     （社） 
   1999-00 2001/02 
大学が出資しているケース  2 1 1
大学の出資がないケース 0 0 0
その他（スタッフによる起業）  0 0 0




Table UC14:C 大学：就労体験コース 




















１年コース 651 1,460 0 1,418 0
1,500 760 0 336 0
短期コース（就労体験が選択） 0 60 0 165 0
その他  50 0  0 







Table UC15: C 大学：再教育・生涯教育関連データ 









企業人向け遠隔教育 n.a. n.a. 
企業人向け継続教育 n.a. n.a. 
企業人向け講座（大学で講義） n.a. n.a. 
企業人向け講座（出張講義） n.a. n.a. 
収入 234  240
 
 
Table UC16: 大学 C：地域振興関連データ                （千ポンド） 
 99/00 00/01 01/02 
欧州地域開発基金からの収入 2,435.9 1,180 1,474
欧州地域開発基金からのインフラ支援額 n.a. 0 0
中央政府による地域開発向け助成金額 1,806.4 1,187 1,777
地域機関による地域開発向け助成金額 0 0 0



































































































































































































①人口（万人） 37,713.1 45,186.4 12,706.6 
②国土（万平方キロメートル） 319.1 392.9 37.7 
③GDP（十億ユーロ） 9,161 9,599 4,235 
④一人あたり GDP（ユーロ） 24,291 21,243 33,329 
⑤研究開発費（十億ユーロ） 143 145 142 
⑥GDP に対する研究開発費率（％） 1.98 1.93 3.06 
⑦GDP に対する公的研究開発費率（％） 0.67 0.66 0.57 
⑧GDP に対する民間研究開発費率（％） 1.31 1.27 2.24 
⑨研究者数（FTE）（人） 972,448 1,084,726 675,898 
⑩人口一万人あたり研究者数（人） 
（⑨／①） 
25.8 24.0 53.2 
⑪パテントファミリー件数（件） 
（1999 年） 
13,401 n.a. 11,301 
⑫技術輸出（百万ドル）（2001 年） 44,584 n.a 10,259 
⑬技術輸入（百万ドル）（2001 年） 41,088 n.a 4,512 
（資料）European Commission “Key Figures 2003－2004” 
OECD “Main Science and Technology Indicators 2003/2” 他 
（注１）人口、国土、GDP、一人あたり GDP は 2002 年。その他は特に記述がなければ 2001 年。 














・研究開発費の GDP に対する比率は、現時点ではわずかに２％に達しない水準（2001 年：
EU15 カ国トータルで 1.98％）。活力ある知識経済の構築等を目指すリスボン戦略を遂行
するために、2002 年の欧州理事会では、次の通り目標設定を行った。 
 ①2010 年までに欧州の研究開発投資全体のターゲットを GDP３％相当とする 











まず、研究開発費の大きい企業 300 社の世界的な分布をみると、欧州（EU-15 ベース）に
は日本を上回る 81 社が存在し、これらの企業の研究開発費の合計は 300 社総計の 31.3％を
占めている。また、科学技術専攻の大学卒業生数及び博士号取得者数（人口当たり）は米
国を上回る水準にある。（図表１－１、１－２） 





（図表１－１）世界の研究開発費トップ 300 社の地域別分布 
企業数 研究開発費：全体におけるシェア（％）  
2002 1998 2002 
米 国  127  42.8 40.9 
日 本   73  22.7 21.7 
ＥＵ－15   81  28.1 31.3 
 ドイツ   24  11.9 12.4 
 フランス   22   5.9 6.8 
 英国   15   4.1 5.0 
 その他 EU   20   6.2 7.1 
その他   19   6.3 6.1 
合 計  300 100 100 








（人／人口 1,000 人） 
米 国 1.30 0.41 
日 本 1.83 0.27 
ＥＵ－25 1.49 0.49 
ＥＵ－15 1.57 0.55 
 英国 2.52 0.68 
 フランス 2.62 0.71 
 ドイツ 0.93 0.80 
 その他 EU-15 1.19 n.a. 













































スウェーデン 4.27 英国 1.84 
フィンランド 3.49 ルクセンブルク 1.71 
ドイツ 2.50 アイルランド 1.17 
デンマーク 2.40 イタリア 1.07 
フランス 2.20 スペイン 0.96 
ベルギー 2.17 ポルトガル 0.77 
オーストリア 1.94 ギリシャ 0.67 



















産業 政府 その他 外国  














EU-15 49.7 13.4 34.5  972,448 5.68 
EU-25 47.3 14.5 36.0 1,084,726 n.a. 
米国 80.5 3.8 14.7 1,261,227 8.08 
日本 63.7 5.0 29.6   675,898 9.14 








EU の科学技術政策は、条約上、EU の産業競争力の強化に加えて、EU の様々な政策目標
（健康、環境、消費者保護等）を実現するための手段として位置づけられている。即ち、
共同体設立条約（ニース条約）第 163 条は、EU の研究開発政策（Research and Technological 
Development）の目標を、①EU の産業の科学技術基盤の強化、②EU の国際競争力の強化、
③EU の他の諸政策に必要な研究活動の推進、と定めている。 





築」等の EU の経済・社会政策上の目標を達成するための重要な役割を担っている。 








プ研究者にとって魅力的な場所とすることが ERA の狙いである。 




ロナでの欧州理事会において、①2010 年までに欧州の研究開発投資のターゲットを GDP の




































（資料）European Commission “The Lisbon European Council- An Agenda of Economic and 
















・各種助成措置の再設計：①構造資金と研究開発の関連づけ、②FP と EBRD（European 
Bank for Reconstruction & Development）の結びつけ、③中小企業への助成強化、④国
















（資料）European Commission “Communication from the Commission --- Investing in research :an 





















研究プロジェクトに必要な活動資金の半分が EU 予算から支出される。1984 年から開始








1984-87 1987-91 1990-94 1994-98 1998-02 2002-06
（10億ユーロ）
FP1 FP2 FP3 FP4 FP5 FP6
EU
予算費（％） 2.42 3.18 4.05 4.02 4.16
 
（資料）European Commission “Research and technological development activities of the European 
Union 2002 Annual Report” 2003 年 他 
 
                                                        
2 財団法人政策科学研究所「海外主要国の科学技術政策形成実施体制の動向調査」平成９年
度科学技術振興調整費調査報告書 1998 年 
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Unit 1：部局関係、Unit 2：広報、Unit 3：内部監査、Unit 4：企画、Unit 5：国際科学協力政策、
Unit 6：国際科学協力ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 




















































































・EU の研究開発に関わる総合計画として、「フレームワーク・プログラム（FP）」が 5 年に

















開発の骨格をなす FP の予算の推移をみると、どの領域に重点を置くかが約 20 年間の間に
相当程度変化してきている。 
また、EU と加盟国の関係から、EU の科学技術政策の範囲に一定の制約がある中で、現













                                                        

















１．EU における研究の統合化 13,345 








  ④航空・宇宙 1,075 
  ⑤食品の質および安全 685 
  ⑥持続的発展、地球規模変動および生態システム 2,120 
  ⑦知識基盤社会における市民とガバナンス 225 
 （２）広範囲の研究分野にわたる特別活動 1,300 
２．ERA の構築 2,605 
 （１）研究とイノベーション 290 
 （２）人材、人材流動性 1,580 
 （３）研究インフラ 655 
 （４）科学と社会 80 
３．ERA の基盤強化 320 
 （１）研究活動間の調整業務 270 













































































































を導入するという EU 指令について、2004 年夏までの合意を目指して、検討が行われて
いる。 
 




















                                                        
5 European Commission “Researchers in the European Research Area : One profession, Multiple 


























































 European Commission “Key Figures 2003－2004” 
 OECD “Main Science and Technology Indicators 2003/2” 
 European Commission “The Lisbon European Council- An Agenda of Economic and Social 
Renewal for Europe” 2000 年 
 European Commission “Communication from the Commission --- Investing in research :an 
action plan for Europe” 2003 年 
 European Commission “Research and technological development activities of the European 
Union 2002 Annual Report” 2003 年 
 ジェトロ・ロンドン・センター「欧州の産業技術開発政策の動向」2002 年 
 European Commission “Participating in European Research Sixth Framework Programme” 
2002 年 
 “The Role of FP6 in building ERA”, Marco Malacarne, DG Research, 2003 年 
 European Commission “Researchers in the European Research Area : One profession, Multiple 
careers”  2003 年 
 European Commission “The Sixth Framework Programme in brief” 2002 年 
 
 
                                                        











①人口（万人） 5,892.8 12,706.6 
②国土（万平方キロメートル） 24.3 37.7 
③GDP（十億ユーロ） 1,659 4,235 
④一人あたり GDP（ユーロ） 28,153 33,329 
⑤研究開発費（十億ユーロ） 29 142 
⑥GDP に対する研究開発費率（％） 1.84 3.06 
⑦GDP に対する公的研究開発費率（％） 0.56 0.57 
⑧GDP に対する民間研究開発費率（％） 1.28 2.24 







⑫技術輸出（百万ドル）（2001 年） 17,105 10,259 
⑬技術輸入（百万ドル）（2001 年） 7,713 4,512 
（資料）European Commission “Key Figures 2003－2004” 
OECD “Main Science and Technology Indicators 2003/2” 他 
（注１）人口、国土、GDP、一人あたり GDP は 2002 年。その他は特に記述がなければ 2001 年。 
























例えば、英国の科学技術分野でのノーベル賞受賞者は 72 人（2002 年時点。物理学賞 20 人、

















   
  物理学 化学 医学・生理学 
米国 204 72 49 83 
英国 72 20 26 26 
ドイツ 64 22 27 15 
フランス 25 11 7 7 
スウェーデン 16 4 4 8 
スイス 15 3 6 6 
オランダ 13 8 3 2 
旧ソ連 11 8 1 2 
日本 9 4 4 1 
デンマーク 9 3 1 5 
オーストリア 8 3 1 4 
カナダ 8 2 4 2 
イタリア 7 3 1 3 
ベルギー 5 0 1 4 
その他 21 5 6 10 
計 478 168 141 178 








































































 英国 日本 米国 ドイツ ﾌﾗﾝｽ ｲﾀﾘｱ カナダ 
政府部門 12.2 10.4 7.5 13.3 17.8 19.2 11.3 
企業部門 65.6 70.3 75.3 70.8 64.0 49.3 56.8 
高等教育機関 20.8 14.5 13.6 16.0 16.7 31.5 31.0 
非営利組織  1.5  4.8  3.6 －  1.5 －  1.0 








“Investing in Innovation” である。このペーパーの中では、英国の高いポテンシャルが従来は
十分に活用されていなかったという認識から、①研究インフラ基盤強化、②人材育成、③
新重点分野、④技術移転、等に関する新しい施策が示されている。 
                                                        






英国の科学技術全般の総合推進を担っているのは、科学技術庁（OST：Office of Science and 
Technology）である。OST は、国全体で調整の取れた公的研究資金の運用を促進するため、
1992 年内閣府に設置された。また、教育技能省（HfES）の下で研究助成を行ってきた研究
会議（Research Councils）が OST 所管となり、各省庁が各自所管の範囲で研究を推進すると



















その他の主要組織として、議会科学技術院（POST：Parliamentary Office of Science and 





                                                        
2 JETRO technology bulletin 「英国の産業技術開発政策の動向」2003 年 
3 外務省ホームページ「英国の科学技術の概要」 
4 外務省ホームページ「英国の科学技術の概要」 


































































































































29.50 55.50 57.50 57.50 213.00 
ゲノム等生命
科学 
15.00 39.50 55.50 61.27 74.73 246.00 
基礎技術 2.00 15.00 27.00 27.30 32.70 104.00 
幹細胞 － － 0.00 9.25 30.75 40.00 
持続可能エネ
ルギー経済 
－ － 2.00 7.62 18.38 28.00 
農業経済と 
土地利用 
－ － 0.00 4.62 15.38 20.00 
 


























（資料）OST “SET Statistics” 他 
（注）「その他」は主に OST が実施するプログラム（ジョイント･インフラストラクチャー・




























（資料）Select Committee on Science and Technology ” The Research Assessment Exercise”
Report by Sir Gareth Roberts to the UK funding bodies “ Review of research assessment”
                                                       
  
 
2004 年２月、HEFCｓはこれまでの検討結果を踏まえ、次回 RAE の大枠を公表した。そ
の要点は、次の通りである。 
①次回の RAE を 2008 年に実施し（2007 年 11 月に各大学が必要書類を提出、2008 年 12
月に評価結果を公表）、その後、６年サイクルで RAE を実施する。 
②全大学を対象に共通ルールで RAE を実施する。 
③７段階評価をやめて「質のプロフィール」（quality profile）を作成し、一定のレベルに
達する研究がどの程度行われているかを示す（図表２－９）。 




































                                                    
7 OECD “Country Report: UK” 
8 DTI “The Sustainability of Un
Support system” 2003 年  各☆のレベルに達すると評価される研究の割合（
☆☆☆ ☆☆☆ ☆☆ ☆ 
15 25 40 15 
0 5 40 45 
研究の質 高 
















    
2003 年  






























































（図表 2-12）大学の研究者の年間給与の国際比較（1998 年） 












（資料）HM Treasury “SET for success” 2002 年４月 
（注１）OECD のデータを用いて、National association of Teachers in Further 
















                                                        
9 HM treasury “Lambert Review of Business-University Collaboration” Lambert 氏は、Financial 









（図表 2-13）大学の知的財産の商業化活動（米英比較、2000 年） 














（資料）Higher Education Funding Council for England “Higher education-business interaction 
survey 2000-01” 2003 年３月 
（注１）米国のデータは、The Association of University Technology Managers による。 
（注２）ポンドとドルの換算レートは、１ポンド＝1.5151 ドル（2000 年の年間平均市場レ
ート）  
                                                        
10 Higher Education Funding Council for England “Higher education-business interaction survey 






















































③英国科学振興協会（British Association for the Advancement of Science）：1831 年設立。研
究者と市民が交流するフェスティバルを毎年開催している。 





性が指摘されたことを受けて、専門のチームが設置されている（Public Engagement with 




















 文部科学省『平成 15 年版科学技術白書』 
 European Commission “Key Figures 2003-2004” 
 OST “SET Statistics” 
 DTI “ Science Budget 2003-04 to 2005-06 ” 
 JETRO technology bulletin 「英国の産業技術開発政策の動向」2003 年 
 外務省ホームページ「英国の科学技術の概要」 
 黒田玲子『科学を育む』中央公論新社 2002 年 
 英会計検査院 “Getting the Evidence: Using Research in Policy Making” 2003 年 
 Report by Sir Gareth Roberts to the UK funding bodies “Review of research assessment” 2003
年 
 Select Committee on Science and Technology “The Research Assessment Exercise” 2002 年 
 OECD “Country Report: UK” 2003 年 
 DTI “The Sustainability of University Research – A Consultation on reforming parts of the 
Dual Support system” 2003 年 
 HM Treasury “SET for success” 2002 年 
 HM treasury “Lambert Review of Business-University Collaboration” 2003 年 
 Higher Education Funding Council for England “Higher education-business interaction survey 







                                                        











①人口 8,248 万人（2002 年） 12,721 万人（2001 年）
②国土 357,000km2 1（日本の 0.94 倍） 377,899.20km2 
③GDP 2,197,505 百万ドル（PPP、2001 年）
3,390,466 百 万 ド ル
（PPP、2001 年） 
④一人あたり GDP 26,643 ドル（PPP、2002 年） 26,653 ドル 
⑤研究開発費 55,055 百万ドル（PPP、2002 年）
103,846 百 万 ド ル
（PPP、2001 年） 
⑥GDP に対する研究開発費率 2.51%（2002 年） 3.06％（2001 年） 
⑦GDP に対する公的研究開発費率 0.80％（2002 年） 0.57％（2001 年） 
⑧GDP に対する民間研究開発費率 1.64%（2002 年） 2.24％（2001 年） 
⑨研究者数（FTE） 264,384（2001 年） 675,898（2001 年） 
⑩人口一万人あたり研究者数 
（⑨/①） 
32.1（2001 年） 53.1 
⑪パテントファミリー件数 5,753 件（1999 年） 11,301 件（1999 年）
⑫技術輸出 15,756 百万ドル（PPP、2002 年）
10,259 百万ドル 
（2001 年） 
⑬技術輸入 21,295 百万ドル（PPP、2002 年）
4,512 百万ドル 
（2001 年） 
（資料）特に表記のないものは OECD “Main Science and Technology Indicators 2003/2” 
 
                                                        























評価されていた。第二次大戦以前のノーベル物理学賞 45 件のうちの 10 件、ノーベル化学














                                                        
2 ドイツ連邦政府『ドイツの実情』、2000 年版 
3 早川東三・工藤幹巳編『ドイツを知るための 60 章』、2002 
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（２）第二次世界大戦による東西ドイツ分断と科学技術へのダメージ 
















（３）科学技術政策の中央集権化 ～ 連邦科学研究省の設立 ～ 















                                                        
















                              （1990 年代～現在） 
現在の政権は、シュレーダー首相率いる社会民主党（SPD）・緑の党の第２次連立政権（第
１次：1998 年～）。シュレーダーは 1998 年の総選挙時、「失業者を 400 万人から 350 万人に
減少する」ことを公約に掲げたが、依然として失業率は 10.2％（約 426 万人（旧西独：8.1％、















                                                        
6 ハンス・カール・ルップ著『現代ドイツ政治史』彩流社、2002 
7 外務省ホームページ 
8 走尾正敬『ドイツ再生と EU・シュレーダー政権のめざすもの』、1999 









2003 年 2 月、連邦教育研究省（BMBF）から“Bildung, Forshung, Innovation – der Zukunft 
Gestalt geben（英語名：Education, Research, Innovation – Shaping our Future）”が発表された10。  
これは、第 15 立法期（2002～2006 年）における研究・教育政策の根底をなす基本方針で
あり、冒頭には「経済的に強力であり、社会福祉が充実し、且つ環境保護にも積極的であ


















                                                        
10 ドイツ連邦教育研究省（BMBF）“Education, Research, Innovation – Shaping our Future” 
  Education and Research Policy Priorities of the Federal Ministry of Education and Research in the  























   ⅰ 人間のための研究であること（Research for Human being）： 
      領域としては“健康科学”などが重要視される。 
   ⅱ 新たな雇用を生むイノベーションが期待される（Innovation for New Jobs）： 









                                                        


























































       （資料）ドイツ連邦教育研究省（BMBF）“Facts & Figures Research 2002”,2002 
（注） ユーロ=125.0 円＜IMF 換算レート 2002 年期末値による＞ 
 
（図表３－２）ドイツにおける研究開発費部門別負担額・研究目的のイメージ 



































Foresight Workshop, Tokyo, 3-4

















































     （資料）ドイツ連邦教育研究省（BMBF）“Facts & Figures Research 2002”,2002 
（注） ユーロ=125.0 円＜IMF 換算レート 2002 年期末値による＞ 
 

































（351 億ユーロ≒4.4 兆円） 
非政府・非営利機関使用額の負担部門
（67 億ユーロ≒0.8 兆円） 
大学等高等教育機関の負担部門

































     （資料）ドイツ連邦教育研究省（BMBF）“Facts & Figures Research 2002”,2002 
（注） ユーロ=125.0 円＜IMF 換算レート 2002 年期末値による＞） 
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は総額で 501 億ユーロ（約 6.3 兆円）に達し、GDP の 2.5％程度を維持している。 
具体的な比率の数値を目標に掲げたこともあったが、近年では、重要なのは“比率”で























































（資料）1981~2000 年：ドイツ連邦教育研究省（BMBF）“Facts & Figures Research 2002”,2002 
  （東西ドイツ統一以前は、ドイツ連邦共和国（西ドイツ）のデータ） 
    2001・2002 年：OECD “Main Science and Technology Indicators 2003/2” 
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16 在日ドイツ大使館インタビュー調査に基づく。 
第二次世界大戦以前から、ドイツの科学技術ポテンシャルは高く評価されており、大戦





年 ノーベル賞分野 受 賞 者 
2001 物理学賞 ・ウォルフガング・ケトレ Woflgang Ketterle 
原子集団を絶対０度（-273℃）に近い極低温に冷却することに成功、ナノメー
トルオーダーで物質加工が可能な原子レーザーの開発に貢献。 






















・ウォルフガング・パウル Wolfgang Paul 
ボン大学実験物理学教授の後、欧州合同原子核研究所（CERN）の核物理学部
長を務めた。N・F・ラムゼー、H・G・デーメルトとの共同受賞。 
・ヨハン・ダイゼンホーファー Jahann Deisenhofer （旧西ドイツ） 
マックス・プランク研究所で博士号を取得した後、同研究所研究員を経て、
アメリカ・ハワード・ヒューズ医学研究所に勤務。 
 光合成を行う細菌の膜蛋白質の構造を X 線回折により研究。3 人の業績は
光合成の解明に留まらず、多くの生物機能の理解へ有力な手がかりを与えた。














・ゲルト・ビニック Gerd Binning（旧西ドイツ） 
フランクフルト大学で学位を取得、IBM チューリヒ研究所でスイス人のロー
ラー博士のグループに加わる。ビニックは、ローラーとノーベル物理学賞を
受賞、この 2 人にルスカを加えた 3 人がこの年の物理学賞となった。 
ビニックとローラーは「走査型トンネル電子顕微鏡」の開発が評価された。
一方ルスカはその基礎研究と設計が受賞の対象。 

























担額は合計で約 160 億ユーロ（2000 年予算）、負担割合はほぼ１対１となっている。 
 
（図表３－８）各セクターによる研究開発費負担割合 
















































          


















10 月 3 日以降、「ドイツ基本法」は全ドイツの“憲法”となった。この「ドイツ基本法」によれば、科学
技術政策は、連邦と州の競合的立法権（連邦が立法権を行使しない限り州の任務）に分類されている。 
ドイツ基本法（抜粋） 




        1 大学付属病院を含む大学の拡充および新設  （以下略） 
  第 91b 条〔教育計画および研究についての連邦とラントの協力〕 
         連邦およびラントは、協定に基づき、教育計画に際し、ならびに、特定の地域の枠を
越えた意義を有する学問的研究の施設および計画の促進に際して、協力することがで
きる。費用の分配は協定においてこれを規律する。 
（本条は 1969 年 5 月 12 日の第 21 回改正法律で追加） 
 






 連邦及び州政府による研究開発費を、NABS（Nomenclature for the Analysis and Comparison 





     （図表３－９）研究目的別にみた連邦および州の研究開発費  （百万ユーロ） 
研究目的 1989 1993 1997 1999 2001 見込
地球環境に関する調査、利用 263.3 440.2 325.2 293.1 313.3
インフラ整備および地域開発計画 238.3 268.4 272.5 280.2 278.3
環境保護 411.1 603.8 562.4 562.7 559.0
人間の健康の保護および増進 417.2 514.9 530.2 543.4 652.7
エネルギーの生産、供給および合理的な利用 777.2 671.8 562.9 593.8 607.8
農業の生産性および技術 250.0 416.7 432.0 416.8 409.2
工業の生産性および技術 1547.2 1992.0 2040.1 2091.5 2071.4
社会の構造および関係 298.1 402.9 395.7 549.5 770.3
宇宙開発・利用 683.1 935.2 762.8 736.4 767.8
一般大学資金 3961.5 5949.4 6160.6 6252.5 6399.0
目的のない研究 1680.1 2456.8 2476.7 2605.7 2841.6
その他の民生研究 12.8 26.6 -45.5 37.3 9.3
国防 1545.6 1367.2 1532.9 1359.4 1255.4
計 12084.9 16045.4 16009.6 16322.3 16935.1
（資料）ドイツ連邦教育研究省（BMBF）“Facts & Figures Research 2002”,2002 
※ in accordance with the Nomenclature for the Analysis and Comparison of Science Programmes 




















































（資料）ドイツ連邦教育研究省（BMBF）“Facts & Figures Research 2002”,2002 
（2001・2002 年は予算値） 






















































































製 造 技 術































  ① D：宇宙開発 Space research and space technology 
  ② I ：情報技術（マルチメディアおよび製造技術を含む） 
Information technology (including multimedia and production engineering 
 ③ F：環境に調和した持続可能な発展 Sustainable development 
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術F：環境に調和した持続可能な発展 L：材料研究：物理・化学技9 91 95 98 00 02
 








































































































































89 91 95 98 00 02
Facts & Figures Research 2O：地球科学および














   （連邦教育研究省および連邦経済技術省によって行われる） 
Ⅱ．中長期的な目標を掲げた研究、及び中核となる研究所への支援（機関助成） 











































































8207.8 8223.8 8240.1 8426.5
9026.0 9050.9





BMBF）“Facts & Figures Research 2002”,2002 
 190



































④ 研究人材の流動化を促進すること  
 
                                                        





































































1999 年（実績） 2001 年（予算） 
研究機関 
連邦 州 合計 連邦 州 合計 
連邦・州の比
率％ 
ﾏｯｸｽﾌﾟﾗﾝｸ学術振興協会 424.4 424.4 848.8 450.3 450.3 900.5 約 50：50 
ドイツ研究協会（DFG） 636.5 470.1 1106.6 681.5 502.3 1183.8 約 60：40 
ﾌﾗｳﾝﾎｰﾌｧｰ応用協会 196.7 37.3 234.0 254.0 65.9 319.9 約 80：20 
科学ｱｶﾃﾞﾐｰのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 9.3 9.3 18.7 9.8 9.8 19.5 約 50：50 
ヘルムホルツセンター 1346.6 182.8 1529.4 1394.4 178.4 1572.8 約 90：10 
ﾌﾞﾙｰﾘｽﾄ研究機関（BLE） 325.7 317.3 643.1 344.2 338.6 682.8 約 50：50 
ﾄﾞｲﾂｱｶﾃﾞﾐ “ｰﾚｵﾎﾟﾙﾃﾞｨｰﾅ” 1.6 0.4 2.0 1.2 0.3 1.5 約 80：20 
連邦・州政府の合計額 2940.8 1441.8 4382.6 3135.4 1545.5 4680.9  

















 ドイツ語名 日本語名 
UNIVERSITÄT 総合大学 学
士 TECHNISCHE UNIVERSITÄT 工科系総合大学 
TECHNISCHE-HOCHSCHULE 工科大学 
UNIVERSITÄT-GESAMTHOCHSCHULE 総合制大学 









（資料）ドイツ連邦教育研究省（BMBF）“Basic and Structural Data 2001/2002”,2002 
およびドイツ連邦政府『ドイツの実情』、2000 年版より日本総研作成 
※ 専門大学（Fachhochshule） 












                                                        























































の最大の提供者である。連邦政府・州政府からの機関助成は、約 12 億ユーロ（2001 年）
であったが、前年よりも 4.4％の増加している。連邦政府と州政府共同の機関助成の中
で、州政府が最も大きな額を投じるのが DFG である（450 百万ユーロ・29.1％（2001
年）。連邦政府と州政府との助成の割合はプログラムの内容によって異なっていたが、









３．１．７ 最新の科学技術政策動向  
～「アジェンダ 2010 第２部」と“エリート大学育成プログラム”～ 
 
（１）ドイツの労働市場・社会保障改革「アジェンダ 2010」プログラム25  
 
2003 年 3 月 14 日、シュレーダ首相は「アジェンダ 2010」と呼ばれる、労働市場改革・
社会保障制度の再構築・経済成長のための“包括的プログラム”を発表した。 
① ドイツ経済の活力強化       ②  雇用の創出 
③ 長期的な雇用安定        ④ 賃金付帯費用等企業負担の軽減    






























































K. Matthes “Development of the German Research
and Innovation Policy towards networks and
clusters”                     
7th Regional Cluster Seminar, RIETI, 2004.1.26 
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選ばれた３地域（ミュンヘン、ラインラント、ライン・ネッカー） には 1 地域あたり予




                                                        

















(資料) K. Matthes 






























・ しかし景気の低迷により Neuer Markt（ベンチャー企業向け株式市場）閉鎖やベン
チャーキャピタルの淘汰等により、ベンチャー事業の環境が悪化が進んだ。シード
















































レー（Musicon Valley）では、ある企業移転により 260 名の雇用が促進、またザクセンアン
ハルト州のマーレグ・オートモーティブ（MAHREG-Automotive）では、1999 年以来、自動
車部品産業で約 3,000 人の雇用を創出したとの報告がある33。
                                                        
31 ドイツ連邦教育研究省（BMBF）インタビュー調査に基づく。 
32 ドイツ経済研究所（DIW）インタビュー調査に基づく。 



















予算は５地域全体で年間 3,000 万マルク（約 20 億円）、支援期間は６年間である。 
 初年度だけで５地域で 150 社近くが起業し、その後も起業数は順調に増加し雇用を創
出している。 
この「EXIST」プログラム成功のノウハウを活かし、2002 年からは EXIST-Transfer（10






                                                        
34 近藤正幸「第２段階を迎えたドイツの大学発ベンチャー戦略」研究・技術計画学会   
第 18 回年次学術大会講演要旨集（2003.11.7～8）、594～597 ページ） 
35 “EXIST”ホームページ（http://exist.de） 

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(1) Understanding Thought Processes 
(2) Creating Open Access to Tomorrow’s World of Learning 
(3) Healthy and Vital throughout Life by Prevention 
(4) Living in a Networked World: Individual and Secure 
 
今後も１年に１～２件の Lead Vision を得るペースで FUTUR プロジェクトを続ける予定。 
                                                        
37 丹羽冨士雄「Futur-ドイツにおける需要側からの科学技術政策の展開」科学技術動向 2003
年 6 月号 
38 ドイツ連邦教育研究省（BMBF）インタビュー調査に基づく。 

































                                                        








（５）TIP：Technology Innovation Program 
 
プロトタイプまでを含めた明確なアイディアに対し、全プロジェクトコストの 35%（上












(2) Health Care NRW（医薬品産業と医療サービスにおける協働の支援） 
(3) MeTNet NRW（医療技術に関わる研究グループ、起業家、新事業の立ち上げの支援） 








                                                        
41 NRW 州科学研究省および経済労働省インタビュー調査に基づく。 






















項 目 内     容  
(1)事業内容 ・ 技術移転機関としては欧州最大。主に中小企業を対象に各事業を展開。 
・ 技術コンサルティング、経営コンサルティング  
・ 受託開発 ・国際技術移転 ・研修 ・技術評価・市場評価 











・ ２年間で解決できることを目安とする。日本での実績では１件 40 万円（調査）～4500
万円（受託開発）。 
(5)プロジェクト数 21,253（2001 年）：ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ 8,464（39.8％）受託開発 6,721(31.6%) 高度化研修 3,669(17.3%) 
評価 2,399(11.3%) 累計 30 万件 
(6)収入 DM1 億 7,590 万（約 105 億円）（2001 年）：ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ・受託開発・高度化研修 95％、利
子・家賃その他 5％ 
(7)特徴 ① 既存高等教育機関の R&D インフラの利用：自前の施設は持たない 
② 顧客便益の提供：便益なくして顧客の支払なし、470 以上のプロフィットセンター
③ 産官の架け橋：財政的に自立しながらも州政府機関の一部 
④ 広範なサービス：3,900 人超の技術の専門家＝教授・科学技術スタッフ・学生 
⑤ 適応力：需要のない分野は潰す＝原則２年連続赤字なら需要がないと見なして閉鎖
⑥ 包括的サービス：コンサルティング、R&D、教育、国際技術移転、開発プロジェク
ト評価支援  ⑦分権化と平坦な階層：従業員一人一人に責任    
⑧ 単純な組織：除去すべきものがない状態を目指す 
⑨ 国際性   ⑩ 財政的自立 
(8)外部からの評価 ① ユニークな産学協同方式にもとづき「成果」を出すことをコミットする機関。コス
トパフォーマンス高い。 
② 実績は累計 30 万件以上で、毎年右肩上がりの延び。 
③ ドイツ国内、EU を始め、米国商務省（国内企業の活性化を目的に StW を研究）、日
本の通産省等も評価。 
④ 日本企業・地方自治体の受注も増加、石川県・北九州市等が仲介機能移植を検討中。








国内ブランドランキングでは BMW に次いで第２位を獲得した。 
 
現在の CTO は５年前に着任し、研究開発に関する新たな産学官連携体制を開始した。そ


























                                                        
44 ヘンケル社インタビュー調査に基づく 
211  
(1) SusTech 社 
・ イノベーションを促進（boost）するための新たなアプローチとして“Public private 
Partnership”による企業を大学内に設立。 























Financial Support for 
・Sustainable products/technologies
・Technology related new jobs
Market Success & Success of location 
Professors















(2) Phenion 社 




・ 当時このような実例はなかったが、Hesse 州政府は先進的でポジティブに支援した。 





































(3) 近畿大分子工学研究所・ヘンケル先端技術リサーチセンター  
・ 遠藤剛山形大学教授指導のもと、近畿大学とのパートナーシップにより運営。 
・ ヘンケル社が全額出資して設立。近畿大学だけでなく、国内の他大学の教授 10 人














































































                                                        
















































 OECD “Main Science and Technology Indicators 2003/2”,2003 
 ドイツ連邦政府『ドイツの実情』、2000 年版 
 早川東三・工藤幹巳編『ドイツを知るための 60 章』、2002 
 ハンス・カール・ルップ著『現代ドイツ政治史』彩流社、2002 
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 走尾正敬『ドイツ再生と EU・シュレーダー政権のめざすもの』、1999 
 ドイツ連邦教育研究省（BMBF）“Report of the Federal Government on Research 
2000”,2000 
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 ジェトロ・ベルリン・センター「独国の産業技術開発政策の動向」、2002 
 ドイツ連邦教育研究省（BMBF）“Facts & Figures Research 2002”,2000 
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 近藤正幸「第２段階を迎えたドイツの大学発ベンチャー戦略」研究・技術計画学会   
第 18 回年次学術大会講演要旨集、2003.11.7～8、pp.594～597 
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 ドイツ連邦教育研究省（BMBF）“EXIST：University-based start-ups”,2000 
 丹羽冨士雄「Futur-ドイツにおける需要側からの科学技術政策の展開」科学技術動向、
2003 年 6 月号 
 ジェトロ・デュッセルドルフ・センター ホームページ 
 ドイツ連邦教育研究省（BMBF）“Futur Lead Visions Complete Document”,2002 
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人口（千人） 8,919 12,721（2001 年） 
国土面積（平方 km） 450,000 377,899.20 
GDP（百万現在 PPP ドル） 218,926 3,390,466（2001 年）
一人あたり GDP（現在 PPP ドル） 24,546 26,653（2001 年） 
研究開発費（百万現在 PPP ドル） 9,888.7（2001 年）* 103,846（2001 年）
GDP に対する研究開発費率（％） 4.27 * 3.06（2001 年） 
GDP に対する公的研究開発費率（％） 0.90 * 0.57（2001 年） 
GDP に対する民間研究開発費率（％） 3.07 * 2.24（2001 年） 
研究者数（FTE） 45,995 675,898（2001 年）
研究開発人材（FTE） 72,190 892,067 
人口千人あたり研究者数 5.16 5.31 
日米欧に出願したパテントファミリー数 834（1999 年） 11,301（1999 年） 
技術輸出額（百万現在ドル） n.a. 10,259（2001 年） 
技術輸入額（百万現在ドル） n.a. 4,512（2001 年） 
資料：OECD (2003) “Main Science and Technology Indicators” 



















まず、以下の図に見るように、GDP に占める研究開発費は 4.27%と OECD 諸国中最高で
ある。 
 







































































資料：OECD (2003) “Main Science and Technology Indicators” 
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（注）オーストラリア、イタリア、ルクセンブルクは 2000 年の値。オーストリア、カナダ、
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資料：OECD (2003) “Main Science and Technology Indicators” 
 














0% 20% 40% 60% 80% 100%
Business enterprise sector Higher education sector
Government sector Private non-profit sector
資料：OECD (2003) “Main Science and Technology Indicators” 
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資料：OECD(2002) “STI Outlook 2002 - Country Response to Policy Questionnaire” 













 VR: Vetenscapstrådet（Swedish Research Council） 
 FAS: Forskningstrådet för arbetsliv och socialvetenskap（Swedish Council for Working Life and 
Social Research） 














 SSF: Stiftelesen för Strategisk Forskning（Swedish Foundation for Strategic Research） 
 KK: stiftelsen – Stiftelsen för Kunskapsoch Kompetenseutvecklin （ The Knowledge 
Foundation） 
































 0 500 1,000 1,500 2,000 2,500
Swedish Agency for Innovation Systems, VINNOVA
Swedish Council for Working Life and Social Research, FAS
Swedish Energy Agency
Swedish Foundation for Strategic Research, SSF
Swedish National Space Board
Swedish Polar Research Secretariat
The Bank of Sweden Tercentenary Foundation
The Knowledge Foundation
The Swedish Cancer Society
The Swedish Foundation for Health Care Sciences and
Allergy Research
The Swedish Foundation for International Cooperation in
Reearch and Higher Education, STINT
The Swedish Foundation for Strategic Environmental
Research, MISTRA
The Swedish Research Council
The Swedish Research Council for Environment,
Agricultural Sciences and Spatial Planning, Formas
資料：“Swedish Research: Main Financing Bodies 2002”  
 
スウェーデンの主な研究開発助成金配分機関の予算額をグラフに示しているが、基礎研
















資料：Ulf Heyman and Elizabeth Lundberg “Finansiering av svensk grundforskning” 
（注）RJ：The Bank of Sweden Tercentenary Foundation、Vardal：Swedish Foundation for Health 






































コンピテンス・センター・プログラムの主要な目標は以下の 2 つである2。 
 
                                                        
1 STEP (2003) “Good Practices in Nordic Innovation Policies” 







資料：Mattias Lundberg (2003) “VINNOVA Competence Centres Programme” 
 
現在、8 つの大学に 28 のコンピテンス・センターが設置され、約 220 の企業が参加して
いる。28 のコンピテンス・センターのうち、エネルギーに関連する 5 つのセンターは STEM




Chalmers Univ. of Technology（イエーテボリ）：6 センター 
Karolinska Institut（ストックホルム）：1 センター 
Linköping University：3 センター 
Luleå University of Technology：2 センター 
Royal Institute of Technology, KTH（ストックホルム）：9 センター 
Lund University：4 センター 
Swedish Univ. of Agricultural Sciences, SLU：1 センター 
Uppsala University：2 センター 













資料：Mattias Lundberg (2003) “VINNOVA Competence Centres Programme” 
 
                                                        
3 VINNOVA(February 2003) “Swedish Competence Centres Programme – Performance and Output 
Data for the period 1995 –October 2002” 
4 Mattias Lundberg (2003) “VINNOVA Competence Centres Programme” 






に対する官民からの総投資額は 10 年間で 5 億 5000 万ユーロに達する。内訳を年間あたり
で見ると、産業界 2200 万ユーロ、大学 1900 万ユーロ、VINNOVA およびスウェーデン・エ
ネルギー庁 1900 万ユーロとなっている。平均すると、1 つのコンピテンス・センターにつ
き、年間 210 万ユーロ（参加企業から 80 万ユーロ、大学から 65 万ユーロ、VINNOVA およ























資料：VINNOVA(February 2003) “Swedish Competence Centres Programme – Performance and 










                                                        
6 VINNOVA(February 2003) “Swedish Competence Centres Programme – Performance and Output 
Data for the period 1995 –October 2002” 
7 Mattias Lundberg (2003) “VINNOVA Competence Centres Programme” 
こうしたフェーズ区分に対応して頻繁かつ精力的な中間評価も行われている。そのスケ
ジュールは 1997～98 年（開始後 1 年半後）に第 1 回評価、2000 から 01 年（4 年半後）に
第 2 回評価、2003～04 年（7 年半後）に第 3 回評価となっている。評価メンバーは、全て











第1フェーズ 第2フェーズ 第3フェーズ 第4フェーズ
第2回評価 第3回評価
















                                                        
8 Mattias Lundberg (2003) “VINNOVA Competence Centres Programme” 
9 VINNOVA and Swedish Energy Agency (March 2003) “The Competence Centres Programme 
Third International Evaluation Group 1” 
10 Mattias Lundberg (2003) “VINNOVA Competence Centres Programme” 
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（図表４－１５）コンピテンス・センターが決定されるまでの経緯 
1993 年 4 月  提案書の公募開始 
1993 年 9 月  より詳細な計画を練るための助成金を得るために 326 の応募 
1993 年 11 月  61 の応募に対して、計画作成のための助成金が支給 
1994 年 2 月  117 の最終提案書が応募 
1994 年 6 月  30 の提案書が選出 
1995 年 3 月  最初のセンターが認可され開設（1995～96 年にかけて 28 のセンターが順
次開設） 











これまでにコンピテンス・センターに参加した企業は合計 300 であり、現在 220 の企業（う
ち 15 がユーザー組織）が参加している。このうち 50 社は 2 つ以上のセンターに参加して
いる。また、80 社は中小企業（従業員 250 人以下）である。現在、企業から 900 人がセン
ターで積極的に活動している。一方、12 の大学と 11 の研究所から 160 のリサーチ・グルー
プが参加し、研究者や研究学生が活動している11。 









業界から 405 名がセンターのマネジメントに関与している。 
                                                        
11 VINNOVA(February 2003) “Swedish Competence Centres Programme – Performance and 
Output Data for the period 1995 –October 2002” 
12 STEP (2003) “Good Practices in Nordic Innovation Policies” 















 参加した EU プロジェクト数：95（21 センター） 
 開催した国際公開シンポジウム：45（19 センター） 
 海外からの参加企業（スウェーデンで操業していない企業）：14（8 センター） 











 申請中あるいは認可済み特許数：115（17 センター） 
 コンピテンス・センターの研究がもととなって生まれた新規企業数：22（11 センター）
資料：VINNOVA(February 2003) “Swedish Competence Centres Programme – Performance and 
Output Data for the period 1995 –October 2002” 
 
                                                        
14 VINNOVA(February 2003) “Swedish Competence Centres Programme – Performance and 
Output Data for the period 1995 –October 2002” 
15 VINNOVA(February 2003) “Swedish Competence Centres Programme – Performance and 











デンマークのコペンハーゲンを中心とするザーランド地方はデンマークの GDP の 48％、




（図表４－１７） Öresund 地方 
資料：NordRegio 
 









1994 年、大学、産業界、病院とが合同で Medicon Valley Academy を設立し、大学が約 5
万ドルを拠出した。1995 年には EU の地域間協力支援プログラム「INTERREG III A」に認
定され、EU より助成金を受けている。 
1996 年、デンマーク側には Copenhagen Capacity、スウェーデン側には Region Skåne（現
在の Position Skåne）という地域組織がともに「Medicon Valley」というコンセプトを全世界
に対してマーケティングし始めた。 
 
                                                        
16 OECD (2003) “OECD Territorial Reviews: Öresund –Denmark/Sweden” 
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＜Medicon Valley の強み＞ 
Medicon Valley は大きく成長し、現在、スカンジナビア半島のライフサイエンスセクター
の 6 割がこの地域に集中している。2002 年時点で Medicon Valley には 115 のバイオテクノ
ロジー企業が存在し、現在、開発中の薬は、100 に達する。うち、44 が第一フェーズ、44
が第二フェーズ、12 が第三フェーズである。ミュンヘンよりも企業数が少ないにも関わら
ず、開発中の薬は 1.6 倍程度であり、この地域の力の強さが伺える。 
 




















Medicon Valley がこのような強みを発揮しているのは以下の理由による。 
 先進的で研究費も潤沢な大学、研究機関に近接していること 
ルンド大学、コペンハーゲン大学や、デンマーク薬学アカデミー、王立獣医学アカデ
ミー等をはじめ 12 の大学があり、生物学、医学研究の長い歴史をもっている 
 臨床研究の分野で歴史をもつ病院が存在すること 
26 の臨床研究で実績のある大学病院が存在し、世界で最も歴史が古く、最も整備され
ている患者登録システム（例えば Danish Cancer Register 等）が完備されている 
 研究開発型の製薬企業が立地していること 





＜Medicon Valley の成功要因＞ 















ョンを生み出す活動を支援する政策が検討され始めた。その結果、2003 年に VINNOVA が
開始したのが「VINNVÄXT」である。 



























資料：VINNOVA(2001) “Regional growth through dynamic innovation systems” 
 
このプログラムは 10 年間にまたがるものであり、VINNOVA から総額 6500 万ユーロ、地
域の参加者から最低でも 6500 万ユーロが拠出されることとなっている。 
多くの企画案の中から最終的に 3 つの地域のクラスターが選出された。 
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（図表４－２０） 選出された 3 つのクラスター 
Uppsala 地区：バイオテクノロジー素材クラスター 




これらのクラスターは今後 10 年間にわたって、1 年あたり 1000 万 SEK を上限として
VINNOVA から助成金を受け取ることができ、同時に地域からそれと同等額以上の拠出をす
ることが求められる。助成金は約 3 年半に一度ずつ支払われる。 
また、最終的に勝ち残った 3 クラスターのほかに惜しくも落選した 7 つの優秀な企画チ
ームについては、「発展助成金」が与えられることが決まった。 
 










これらの地区は 2003 年夏より 18 ヶ月間にわたって 150 万 SEK の助成金を受け取ること
ができる。 
VINNOVA は本プログラム実施にあたって、海外のベンチマーキング調査を徹底的に実施
した。ことに、ノルウェーの REGINN、ドイツの InnoRegio・BioRegio・EXIST といったプ
ログラム、フランスおよびイギリスのクラスター政策、フィンランドの Centre of Expertise
プログラム、カナダ、米国、ニュージーランドの Cluster Navigator を参考にした17。また、
コンピテンス・センター・プログラムにおける経験も大いに参考になったと思われる。 
 
                                                        















告を提出し、助成金はその報告が提出されたあとに 3 年半分が支払われる形になっている。 
 


















また、開始後 1 年目、3 年目、6 年目、12 年目と、頻繁に評価を行うこととなっている。
さらにこうした評価結果をもとにケーススタディとして分析研究する予定となっており、
各クラスターでの試みとそこから得た教訓が共有されることが期待されている。 
企画案の競争は 2 段階にわたって行われた。まず、2001 年から地域に対して呼びかけを
行い、話し合いを開始し、2002 年初めに計画段階に対して 159 の応募があった。このうち
25の地域が選出され、計画段階の作業に対して助成金が支払われた。さらに 2003年に入り、
実施段階の企画案が 51 提出され、このうち 3 つが最終的に選出された18。 
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（図表４－２５） VINNOVA の考える地域イノベーション・システムの成功要因 









資料：VINNOVA(2003) “VINNVÄXT winning growth” 
 










                                                        
19 VINNOVA(2003) “VINNVÄXT winning growth” 























資料：VINNOVA(2003) “VINNVÄXT winning growth” 
 







































コンピテンス・センター・プログラムは、全体で 10 年間のプログラムであるが、約 2 年
～3 年ごとに 4 つのフェーズに分け、それぞれのフェーズの終了時に厳しい中間評価が行わ





VINNVÄXT プログラムも、全体としては 10 年間という長期にわたるプログラムだが、3
年ごとに各クラスターは進捗報告を提出しなければならない。助成金も最初に 10 年間分が
支払われるのではなく、各フェーズごとの進捗報告が提出されたあとに 3 年半分が支払わ
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人口（千人） 5,201 12,721（2001 年） 
国土面積（平方 km） 338,000 377,899.20 
GDP（百万現在 PPP ドル） 141,260 3,390,466（2001 年）
一人あたり GDP（現在 PPP ドル） 27,160 26,653 
研究開発費（百万現在 PPP ドル） 4,674.3（2001 年） 103,846（2001 年）
GDP に対する研究開発費率（％） 3.42（2001 年） 3.06（2001 年） 
GDP に対する公的研究開発費率（％） 0.87（2001 年） 0.57（2001 年） 
GDP に対する民間研究開発費率（％） 2.42（2001 年） 2.24（2001 年） 
研究者数（FTE） 36,889（2001 年） 675,898（2001 年）
研究開発人材（FTE） 53,424（2001 年）  
人口万人あたり研究者数 71.1（2001 年） 53.1 
日米欧に出願したパテントファミリー数 392（1999 年） 11,301（2002 年） 
技術輸出額（百万現在ドル） 1,468.2 10,259（2001 年） 
技術輸入額（百万現在ドル） 1,231.0 4,512（2001 年） 
資料：OECD (2003) “Main Science and Technology Indicators” 








・ フィンランドは IT 分野を中心とする知識型産業への移行に成功し、2002 年の IMD の競
争力指標においても小国分野 1 位と評価された。 
・ フィンランドは 1990 年代を通じて研究開発投資が急激に拡大し、今では世界でも有数
の研究開発投資の高い国になっている。 
















第一に、フィンランドは 1980 年代頃から研究開発費が一貫して増加しており1、2001 年




資が功を奏したのか、1990 年代中頃から IT 分野を中心とした急速な景気回復が見られて、
今日に至っている。 
 
                                                        
1 TEKES (2003) “Results and Impacts of Finnish R&D”（プレゼンテーション資料） 
2 OECD (2003) “Main Science and Technology Indicators 2003” 
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 GDP 輸出 1998 1999 2000 2001 20022 
木材、紙、パルプ 5.1 26.6 0.2 0.2 0.3 -0.4 0.2
電気光学製品 8.0 27.5 1.4 1.4 2.4 0.1 0.7
 うち Nokia -- -- 0.8 1.0 1.8 0.0 --
その他金属製品 6.0 27.9 0.2 0.0 0.4 0.1 -0.3
その他製造業 7.1 15.9 0.3 0.1 0.3 0.0 -0.1
製造業合計（％） 26.1 98.0 2.2 1.7 3.4 -0.2 0.5




























（資料）OECD (2003) “Main Science and Technology Indicators 2003” 
 
しかも、スウェーデンのように民間研究開発費が多数の大企業によって担われているの
ではなく、一部の企業に集中していることが特徴的である。2001 年の民間企業の R&D の約
40％が Nokia 一社によっている4。 
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3 OECD (2003) “Main Science and Technology Indicators 2003” 
4 TEKES (2003) “Results and Impacts of Finnish R&D”（プレゼンテーション資料） 
















































機関別 R&D 資金（百万ユーロ） シェア（％） 
大学 386.7 27.3
大学病院 48.7 3.4










































                                                        
5 STEP (2003) “Good Practices in Nordic Innovation Policies” 
6 The Science and Technology Policy Council of Finland (1990) “Review 1990 – guidelines for 
science and technology policy in the 1990” 
7 STEP (2003) “Good Practices in Nordic Innovation Policies” 






















































































































（資料）STEP (2003) “Good Practices in Nordic Innovation Policies”をもとに日本総研修正 
 
教育省は 20 の大学および 29 の技術専門学校（polytechnics）と Academy of Finland を管轄
している。Academy of Finland は基礎研究や大学研究の領域における中心的な資金助成機関
















科学技術政策審議会（Science and Technology Policy Council）は、国全体としての政策調整
を行っている。1963 年に設立された科学政策審議会（Science Policy Council）を引き継いで
1987 年に設立された。議長は首相が務めており、メンバーは教育相、通商産業相、大蔵相
および 4 つの大臣と科学技術関連のさまざまな有識者 10 人（Academy of Finland、Tekes、
産業界、経営者団体、労働組合からの出身者）とから構成されている。政府は科学技術政































































































1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002
木材、木材製品、コーク パルプ、紙、紙製品、印刷 電気光学製品







                                                        
9 National Board of Customs, Finland 
10 Ministry of Trade and Industry, Finland (2003) “Evaluation of the Finnish Innovation Support 
System” 




 1989 1991 1993 1995 1997 1998 1999 2000 2001 20021)
 百万ユーロ       
民間企業 924.8 975.1 1,048.5 1,373.4 1,916.7 2,252.8 2,643.9 3,135.9 3,284.0 3,446.7
公的部門 2) 286.1 357.5 379.7 374.4 408.6 443.9 470.1 497.4 500.9 520.8
大学 3) 290.2 378.0 367.5 424.6 579.5 657.8 764.8 789.3 834.1 905.2
合計 1,501.2 1,710.6 1,795.8 2,172.4 2,904.9 3,354.5 3,878.8 4,422.6 4,619.0 4,872.7
GDPに対する％ 1.8 2.0 2.2 2.3 2.7 2.9 3.2 *3.4 *3.4 *3.5
  ％    
民間企業 61.6 57.0 58.4 63.2 66.0 67.2 68.2 70.9 71.1 70.7
公的部門 2) 19.1 20.9 21.1 17.2 14.1 13.2 12.1 11.2 10.8 10.7
大学 3) 19.3 22.1 20.5 19.6 20.0 19.6 19.7 17.8 18.1 18.6



















                                                        
















1987 年、科学技術政策審議会（Science and 
Technology Policy Council）が設立される。 
一方で、Nokia は ICT 分野にも注力し始める。
1988 年に世界初の CCITT 基準にのっとった
ISDN を開発。 









1992 年、Nokia は新しい CEO のもと、通信
事業に特化することを決定。他の事業を売却
する。 
1994 年、内務省（Ministry of Interiors）によ




資料：STEP (2003) “Good Practices in Nordic Innovation Policies”、Nokia (2003) “Towards 











・ Centre of Expertise プログラムは、地域の知識・ノウハウを産業に活用しようというコン
セプトで実施された「地域イノベーションプログラム」の先駆けとも言える存在である。
・ オウルでの成功の背景には、国の Centre of Expertise プログラムがバックアップとなった



























                                                        
13 Academy of Finland (2000) “The State and Quality of Scientific Research in Finland – A Review 
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Academy of Finland、Tekes、企業、EU といったところからとなっている。 
 





























                                                                                                                                                                  



































































（図表５－13） Tekes の研究開発助成金の種類と 2002 年の助成額 
 
対象 助成の種類 助成の内容 百万€




















合計   381











資料：Tekes Annual Report 2002 
 


















































                                                        
14 Palmberg, Niininen, Toivanen, Wahlberg(2000) VTT Group for Technology Studies Working 
Papers 
15 Halme, Pulkkinen, Tiilikka (1999): Tekes, technology review 78/99 
５．２．２ 地域イノベーション政策 
 
（１）Centre of Expertise プログラム 
 


































                                                        
16 Ministry of the Interior (2003) “Centre of Expertise Programme”（プレゼンテーション資料） 
17 Ministry of the Interior (2003) “Centre of Expertise Programme”（プレゼンテーション資料） 
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資金は 330 百万ユーロであったが、うち政府からの基礎的資金は 20 百万ユーロに過ぎない
18。 
プロジェクト期間は約 5 年間となっており、第一期として 1994～1998 年に、ヘルシンキ、
オウル、タンペレなど 8 つの地域が CoE プログラムとして選定された。これが成功を収め
たため、続いて 1999～2002 年には引き続きこれらの地域が CoE プログラムとして続行が認
められたほか、新たに 6 つの地域と 2 つのネットワークが選ばれた。2003 年から開始され
た第三期（～2006 年）ではさらに 4 つの地域と 2 つのネットワークが加えられている。し
たがって、現在合計 22 のプロジェクトが進められている19。 
 




















CoE for Western Finland
•Energytechnology
Oulu Region CoE
•IT, Medical-, Bio- and
Environmental Technology
Tampere Region CoE
•Engineering and automation, ICT,




Tech. of Materials, ICT and Cultural
Content Production
Helsinki Region CoE
•Active Materials and Microsystems,
Gene Technology, Software
Product Business, Digital Media, e-
Learning and Cultural Industry,
Health Care Technology and
Logistics
South-East Finland CoE
•High Tech Metal Structures, Prosess
and Systems for Forest Industry,
Logistics and Expertise on Russia
Kuopio Region CoE
•Pharmaceutical Development,
Health Care- and Agrobiotechnology
Jyväskylä Region CoE
•IT, Control of Papermaking, Energy
and Environmental Technology
Lapland CoE 
for the Experience Industry
•Experience Industry
Satakunta CoE
•Materials and Distance Technology
Lahti Region CoE





•Foodindustry and Embedded Syst.
North Carelia CoE
•Wood Technology and Forestry,








Kokkola Region CoE 
•Chemistry
Hyvinkää Region CoE
•Lifting and Transfer Machines
Häme CoE







Raahe –Nivala –Tornio CoE















                                                        
18 Ministry of the Interior (2003) “Centre of Expertise Programme”（プレゼンテーション資料） 









高技能の雇用の創出 5,700 1,400 7,100
雇用の維持 5,100 3,900 9,000




訓練を施した人材 28,000 11,640 40,000
プロジェクト数 903 359 1,262
プロジェクトの総資金（百万ユーロ） 149 180 328
政府の基礎的資金（百万ユーロ）  20



















                                                        
20 City of Oulu (2003)プレゼンテーション資料 
21 フィンランド大使館商務部(2000)「SISU」2000 年 1 月 30 日号 
22 Oulu Regional Business Agency “Oulu Region –The Direction for Expertise” 
23 Oulu Regional Business Agency “Oulu Region –The Direction for Expertise” 
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（図表５－20） オウルの発展の経緯 
1958 年 オウル大学の設立 
 Kajaani（木材）のエレクトロニクス分野への進出 
1973 年 Nokia の移動通信研究所の開始 
1974 年 VTT のエレクトロニクス研究所の開設 
1982 年 Technopolis（エレクトロニクス・サイエンスパーク）の設立 
1984 年 オウル市“City of Technology”宣言 
1990 年 Medipolis（メディカル・サイエンスパーク）の設立 
1994 年 Centre of Expertise プログラムの開始 
（資料）City of Oulu (2003)プレゼンテーション資料 
 















































（資料）City of Oulu (2003)プレゼンテーション資料 
 
また、オウルは人口あたり研究開発費がフィンランドの中でトップであり、全国平均の
約 3 倍となっている。 
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（資料）TEKES (2003) “Innovations foster regional vitality” 
（注）フィンランドの平均を 100 としている 
 
このようにオウルではさかんな研究開発活動が行われている。その担い手は、オウル大
学、VTT、工業専門学校（polytechnic）に加え、Nokia や Technopolis に入居しているさまざ
































Nokia Mobile Phones (Oulu)
National Semiconductor Finland Oy,
former Fintec Oy (Kemi)
University of Oulu (Oulu)
Efore Oy (Helsinki)
Projekti-Insinöörit Oy (Helsinki)
Cybelius Software Oy (Oulu)
Teleste (Turku)
Tampere University of Technology (Tampere)
Nokia Networks (Oulu)
ADC Telecommunications Oy (Oulu)
VTT, Technical Research
Centre of Finland (Helsinki)
Helsinki University of Technology (Espoo)
JOT Automation Oy (Oulu)
Nokia Research Center (Helsinki)
VTT, Technical Research






Polar Electro Oy (Oulu)
Filtronic LK Oy (Oulu)
Aspocomp Oy (Helsinki)
Elcoteq Network Oyj (Lohja)




Nokia Mobile Phones (Salo)
 
（資料）TEKES (2003) “Innovations foster regional vitality” 
（注）TEKES の電子通信技術プログラムに最低 3 つ以上参加した企業のネットワーク 
 
b．Technopolis の果たした役割 




して Technopolis は大成功を収め、多くのベンチャー企業が入居して今日に至っている。 
現在、Technopolis に入居している企業数は 500 以上、7,500 人以上が働いている。 
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c．Centre of Expertise の果たした役割 














                                                        
25 フィンランド大使館商務部(2000)「SISU」2000 年 1 月 30 日号 




























































                                                        





































                                                        




 Ministry of Trade and Industry Finland, “Evaluation of the Finnish Innovation Support 
System,” Ministry of Trade and Industry Finland Publications 5/2003, 2003 
 European Commission Enterprise Directorate-General, “European Trend Chart on Innovation: 
Country Report Finland /Covering period: October 2001- September 2002” 
 STEP, “Good Practices in Nordic Innovation Policies,” STEP Report 06,07,08/2003, 2003 
 OECD, “OECD Territorial Reviews: Helsinki, Finland,” 2003 
 OECD, “OECD Economic Surveys 2002-2003 Finland,” 2003 
 Science and Technology Policy Council of Finland, “Knowledge, innovation and 
internationalisation,” 2003 
 Jari Romanainen, “The Cluster Approach in Finnish Technology Policy,” OECD, Innovative 
Clusters: Drivers of National Innovation Systems, 2001, pp. 377-388 
 Sirkka Numminen, “National Innovation Systems: Pilot Case Study of the Knowledge 
Distribution Power of Finland” Report to the first phase of the work for the OECD and for the 
Ministry of Trade and Industry of Finland, 1996 
 Tekes, “The future is in knowledge and competence: Technology strategy – a review of choice,” 
2002 
 Tekes, “Tekes Annual Review 2002,” 2002 
 Tekes, “Tekes Annual Review 2001,” 2001 
 Tekes, “Case Finland: From Science and Technology Policy to Technology Programmes and 
Technology Assessment,” 2003 
 Erik Frinking et al, “Benchmarking innovation systems: Government funding for R&D,” Tekes 
Technology Review 122/2002, 2002 
 Ministry of the Interior Finland, “Regional State Administration in Finland,” 2002 
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Innovations,” 2003 
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 Academy of Finland “Annual Report 2002 In the Best Interests of Science and Research,” 2002 
 Helsinki University of Technology, “report 2002,” 2002 
 Helsinki University of Technology, “Programs to Support Innovation and the Development of 
Small Business in Finland and the United States: A Review of Current Policy and Research,” 
Publications of Otaniemi International Innovation Centre 2-2001, 2001 
 Sitra, Finnish National Fund for Research and Development, “Annual Report 2002,” 2002 
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 Oulu Regional Business Agency, “Oulu Region Business Strategy 2000-2006,” 2002 
 Technopolis, “Annual Report 2002,” 2002 
 Technopolis, “Oulu Region Centre of Expertise,” 2003 
 VTT Electronics, “Annual Report 2002 VTT Electronics,” 2002 
 VTT Technology Studies, “Annual Review 2001 VTT Technology Studies,” 2001 
 University of Oulu “Annual Report 2002,” 2002 
 フィンランド大使館商務部、「SISU」、2000 年 1 月 30 日 





 川原誠「スウェーデン・フィンランドの IT 政策」、JETRO ユーロトレンド 2002 年 11 月号、
pp 27-33 
 新保豊「フィンランドの IT 戦略に学ぶ」NIKKEI NET Biz Plus 連載企画、2003 
 Eurostat “Eurostat yearbook 2002,” 2002 
 European Commission, “Science, Technology and Innovation: Key Figures 2002,” 2002 
 日本政策投資銀行「フィンランドの地域 IT クラスター戦略」、2000 
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ンター「産業立地」2001 年 3 月号、2001 
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Research in Finland” OECD, Policy Evaluation in Innovation and Technology, 1997 













①人口 12 億 7627 万人（2001 年末）1 1億 2,721万人（2001年）
②国土 960 万 km2 2 37 万 7,899.20km2 
③GDP 
1,158, 611 百万ドル（2001 年、 
１ドル＝8.28 元で換算）1 
3,390,466 百 万 ド ル
（PPP、2001 年） 
④一人あたり GDP（③/①） 908 ドル 26,653 ドル 
⑤研究開発費 72,076.8 百万ドル（PPP、2002 年）
103,846 百万ドル（PPP、
2001 年） 
⑥GDP に対する研究開発費率 1.29％（2002 年） 3.06％（2001 年） 
⑦GDP に対する公的研究開発費率 n.a. 0.57％（2001 年） 
⑧GDP に対する民間研究開発費率 n.a. 2.24％（2001 年） 











（資料）特に表記のないものは OECD ”Main Science and Technology Indicators 2003/2” 
 
 
                                                        
1 三菱総合研究所編、中国情報ハンドブック 2002 年版、蒼蒼社 













































 図表６－１ 中国の改革と経済発展に関わる出来事 
 





1992 鄧小平の南巡講和 市場経済の導入 
1996 第九次五カ年計画（1996-2000） 計画経済から社会主義市場経済への転換を目指す 
2001 第十次五カ年計画（2001-2005） 国家の発展を重視し、世界市場に本格的に乗り出す。
内陸部の開発の開始 
2001 WTO 加盟 中国市場の開放、国際商慣習への対応、国営企業の民
営化・再編に伴う産業構造の改革 
2008 北京オリンピック  
2010 上海万国博覧会  
 
 




































区レベル毎に一人当り GDP を見ると、最も高い上海（東部）では 3,284 ドル、貴州（西部）




















                                                        
3 三菱総合研究所編、中国情報ハンドブック 2002 年版、蒼蒼社（金額は 2000 年実績） 
4 株式会社富士通総研経済研究所、財務省委嘱調査「中国国有企業改革と金融部門不良債権






































































に到達、あるいは接近した8。例えば、2003 年 10 月には有人宇宙飛行船「神舟 5 号」の打
ち上げに成功した。これにより、1992 年に開始した中国の宇宙への有人飛行プロジェクト
は、米国、ロシアに続いて世界で 3 番目に成功をおさめる結果となった9。 
  
 中国では研究論文数が急速に伸びており、図表６－３に示す通り、韓国、台湾、シンガ
ポール等の東アジア各国を大きく引き離している。2000 年の研究論文数は 25,000 篇を超え





注：日本は 2000 年実績で 68,206 篇 
原典：米国 ISI 社の National Science Indicator 2000-Deluxe 版 
（資料）経済産業省、「技術調査レポート（海外編）第１号東アジアの技術力について」、平成 14 年 10 月 9 日 
                                                        
7 在中国日本大使館 松尾泰樹、「中国における科学技術事情及びエネルギー・原子力事情











注 2：日本は 2001 年実績で 34,924 件 
原典：米国特許庁 












































・R&D 投資の拡大（GDP 比で 2000 年の 1％から 2005 年 1.5％まで伸ばす。2002 年には
1.29％10まで拡大） 











・ 2005 年までの R&D 支出を対 GDP 比で 1.5%まで拡大し、このうち、企業による R&D 投資の占める割合
を 50%とする。 





                                                        

















































 「国家中長期科学技術発展計画」を策定する組織として、2003 年 6 月には、国家中長期
科学技術発展計画指導小組（組長：温家宝総理）を設立することが決定した。本計画は、
五ヵ年計画の上位概念として、第十一次五ヵ年計画（2006-2010 年）に反映される予定であ
り、次の通り 3 段階のスケジュールで計画の研究・制定が行われる予定となっている。 
①第一段階（2003 年 6 月-12 月）：戦略研究段階 
②第二段階（2004 年 1 月-6 月）：綱要草案段階 

































































































































                                                        
13 中国科学技術部、中国科学技術管理および政策の概要 
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 中国における研究開発費の対 GDP 比率は着実に増加している。2000 年には対 GDP 比率
1%を超え、2002 年には 1.29％に達した（図表６－10）。前述の通り、第十次五ヵ年計画で
は、2005 年までに 1.5％とすることを目標に設定している。 
 




























（資料）OECD”Main Science and Technology Indicators 2003/2” 
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表６－12）。1998 年までは研究開発機関による支出が最も多かったが、1999 年には R&D 支
出の官民比率が逆転している。 
 
図表６－12 執行部門別 R&D 支出 
 
























 公的研究機関における R&D 支出を科目別に示す（図表６－13）。2000 年実績では、「エン
ジニアリング科学技術」が 195.1 百万元であり、全体の約 76％を占める。「エンジニアリン
グ科学技術」の中では「電子通信及び自動化」、「航空宇宙」に対する支出が特に多い。 
 










農業 10.6  
畜産・獣医学 7.6 
医学 9.6 






































































































































件と圧倒的に多く、次いで上海の 6,085 件となっている（図表６－17）。 
 














北京 上海 江蘇 陜西 湖北 遼寧
論文数
 















（資料）政策研究大学院大学 助教授 角南篤氏講演資料、2003/6/27（原典：中国科学技術部資料） 
 














  ①科学技術成果を核とした新産業の創出による経済成長と雇用の確保。 





























                                                        
14沈華、邸華盛、学術月報 Vol. 56, No. 1「中国国家革新体系の建設と中国科学院」、2003 年
１月 



















① 開始段階：1998-2000 年 
② 全面推進段階：2001-2005 年 









































 開始段階（1998-2000 年）の期間の成果として、研究機関数の削減（123 の研究機関を 108
機関に削減。2002 年 12 月には更に 84 機関にまで削減された）や研究員数の削減（図表６
－20）が実現した。 
 
















































・2005 年までに中国科学院の人員を固定人員 20,000 人、流動人員 25,000 人にする（改革
前は固定人員が 50,000 人） 




























は 5,039 社であり総売上高は 607.48 億元であった。このうち科学技術を核とした科技校弁















































                                                        
18 中国教育部・科技発展中心（http://www.cutech.edu.cn/chanye/statistics/000022.asp） 




図表６－22 校弁企業の学校別総利益および売上高（2000 年、売上高上位 10 校の順） 
 
順位 学校名 所在地 総利益（億元） 売上高（億元） 
1 北京大学 北京 6.76 110 
2 清華大学 北京 6.25 62 
3 ハルピン工業大学 ハルピン 2.33 16 
4 上海交通大学 上海 2.00 17 
5 東北大学 瀋陽 1.94 13 
6 南開大学 天津 1.47 12 
7 西安交通大学 西安 1.45 11 
8 天津大学 天津 1.15 10 
9 復旦大学 上海 0.87 11 
10 浙江大学 杭州 0.75 11 
注：1 元＝0.12 ドル≒13 円 
資料：総利益は中国教育部・科技発展中心（http://www.cutech.edu.cn/chanye/statistics/000015.asp） 





















・北京北大方正集団公司（北京大学）の総利益は 445.54 百万元（1 位）。2 位の清華同方有
限公司（清華大学）の総利益 333.85 百万元、3 位の北京清華紫光グループ（清華大学）

















































・豊台園：北京市南部の豊台区に位置し、計画面積は 5km2。ハイテク企業 2,000 社が入
居。 
・昌平園：北京市北部の昌平区に位置し、計画面積は 5km2。製薬・バイオ等のハイテク




































いては 6,000 を超える外資系企業を誘致している21。 
 浦東地区の黄浦江と浦項国際空港の間に位置する張江には総面積約 54km2の IT およびバ
イオ・製薬の産業基地となる張江ハイテクパークが 1992 年より建設されており、国内外の
企業が多数立地している。同ハイテクパークへの海外投資は 100 億ドル、国内投資は 16.1




















                                                        
21 経済産業省「技術調査レポート（海外編）第１号東アジアの技術力について」、平成 14

















プログラム名 実施主体 概要 
長江学者奨励計画 教育部 若手研究者の登用 
春暉計画 教育部 留学および留学帰国の奨励 
百人計画 中国科学院 海外からの優秀な人材の招聘。 
150万元の研究経費が支給される。 


































































































































































 OECD ”Main Science and Technology Indicators 2003/2” 
 OECD ”Main Science and Technology Indicators 2003/1” 
 三菱総合研究所編『中国情報ハンドブック 2002 年版』蒼蒼社、2002 
 三菱総合研究所編『中国情報ハンドブック 2001 年版』蒼蒼社、2001 
 天児慧著『中華人民共和国史』岩波新書 
 田中修『中国第十次五ヶ年計画』蒼蒼社、2001 
 中国科学技術部『中国科学技術指標 2002』、2002 
 株式会社富士通総研経済研究所「財務省委嘱調査・中国国有企業改革と金融部門不良
債権処理の行方に関する研究」、2001 年 3 月 
 経済産業省「技術調査レポート（海外編）第１号東アジアの技術力について」、平成 14
年 10 月 9 日 
 在中国日本大使館 松尾泰樹「中国における科学技術事情及びエネルギー・原子力事情





 沈華、邸華盛「学術月報・中国国家革新体系の建設と中国科学院」Vol. 56, No. 1、2003
年１月 

























①人口 2,241 万人（2001 年末）1 12,721 万人（2001 年）
②国土 3 万 6188km2 1 377,899.20km2 
③GDP 248,400 百万ドル2（2001 年） 
3,390,466 百 万 ド ル
（PPP、2001 年） 
④一人あたり GDP 12,678 ドル 2（2001 年） 26,653 ドル 
⑤研究開発費 10,901.9 百万ドル（PPP、2001 年）
103,846 百 万 ド ル
（PPP、2001 年） 
⑥GDP に対する研究開発費率 2.16％（2001 年） 3.06％（2001 年） 
⑦GDP に対する公的研究開発費率 n.a. 0.57％（2001 年） 
⑧GDP に対する民間研究開発費率 n.a. 2.24％（2001 年） 











（資料）特に表記のないものは OECD ”Main Science and Technology Indicators 2003/2” 
 
 
                                                        






































技術研究院（ITRI：Industrial Technology Research Institute）である。 






Semiconductor Manufacturing Company, Ltd）、聯華電子（United Microelectronics Corp）、華邦


















































・ 1980 年代の積極的な電子産業育成が大きな成果を収める 
・ 官営企業の終焉（2001 年で企業全体の 11.6％） 
・ 台湾から大陸への輸出の急増（1987 年は 12 億ドル、1993 年は 140
億ドル） 
・ 1997 年のアジア通貨危機に伴う南向政策（ASEAN 地域への進出）
の挫折と西向政策（大陸進出）の進展 
















                                                        
3 JETRO ホームページ（http://www.jetro.go.jp/ged/j/press/99_05_11/99_05_11-2.htm） 












































（資料）みずほコーポレート銀行、台湾主要経済指標 2002 のデータをもとに日本総合研究所作成 
  



































                                                        
6 台北駐日経済文化代表處ホームページ（http://www.roc-taiwan.or.jp/index.html） 
 324




＜「国家科学技術発展計画」（2001-2004 年）における 10 年後の目標水準＞ 
 
１． 研究開発費と科学技術人材の数を先進国レベルに到達させる。 
①全国の総研究開発費を、2010 年に対 GDP 比で 3％に到達させる。 









② 10 年以内に、我が国の知識集約型産業を GDP の 60％以上に伸ばす。 






























① 2004 年までに大学卒以上の研究者を八万人養成。このうち、大学院卒を六割にする。 
② 創造力豊かな人材を養成し、特に重要研究領域の人材を養成する。 






① 中期目標としては、2004 年の R&D 投資実績を対 GDP 比 2.3％。うち、基礎研究費用 12％、製造
業 1.5％とする。長期目標としては、2010 年の目標として R&D 投資は GDP の 3％に引き上げ、う









































































 「国家科学委員会」は 1969 年に設立（1967 年に設立された科学発展運営委員会が再組織
化されてできた）された科学技術の発展に関する政策立案・実行の最高機関である。 































プログラム名 期間 総予算 



















バイオ医薬品 2000～2002 1.1 衛生部、国家科学委員会、経済部 




2002～2006 2.8 Academic Sinica、文化建設部、他 
Systems on chip 2002～2005 7.7 経済部、教育部、国家科学委員会 
ナノテクノロジー 2003～2008 23.2 経済部、Academic Sinica、教育部、国家科学委員会 
E ラーンニング 2003～2007 4.0 経済部、教育部、労働委員会、文化建設委員会、衛生
部、国家科学委員会、他 




































































































図表７－８ 「Challenge2008-６ヵ年国家発展重点計画」における重点 10 項目 
 





























＜新竹科学工業団地における生産額と R&D 投資＞ 
 
・2000 年における新竹科学工業団地立地企業の営業額は 9,293 億元で、台湾の製造業の総
生産額の一割を占めている。 
・団地の電子情報分野の生産額に絞ると、全国の約 3 割を占めている。 
・1999 年における工業団地の総研究開発費は、354.5 億元であり、1998 年の 323.3 億元か
ら 9.7％増加した。これは、団地の総収入の 5.4％に該当する。この数値は全国産業平均









島北部の台北から島南部の高雄まで約 90 分で移動することが可能になる。 
                                                        
7 財団法人交流協会、台湾の経済事情 2002 
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・人口は 1/5 以下 
・国土面積は 1/10 以下（九州と同等の面積） 


































 OECD “Main Science and Technology Indicators 2003/2” 
 行政院国家科学委員会『国家科学技術発展計画書（2001-2004 年）』、2001 
 行政院国家科学委員会『中華民国科学技術年鑑（2002 年版）』、2002 
 『台湾の経済事情 2002』、財団法人交流協会、2002 
 劉進慶・朝元照雄編著『台湾の産業政策』勁草書房、2003 
 株式会社日本総合研究所「アジアマンスリー」2000 年 11 月号 
 財団法人交流協会「交流」No685、2003.5.15、pp.1-25 
 みずほコーポレート銀行「台湾主要経済指標 2002」 
 財団法人交流協会資料（http://www.koryu.or.jp/public/table06keizai.pdf） 













①人口 4764 万人（2002 年） 12,721 万人（2001 年）
②国土 222,154km2 1（日本の 0.26 倍） 377,899.20km2 
③GDP 810,646 百万ドル（PPP、2001 年）
3,390,466 百 万 ド ル
（PPP、2001 年） 
④一人あたり GDP 17,016 ドル（PPP、2002 年） 26,653 ドル 
⑤研究開発費 22,009 百万ドル（PPP、2001 年）
103,846 百 万 ド ル
（PPP、2001 年） 
⑥GDP に対する研究開発費率 2.92%（2001 年） 3.06％（2001 年） 
⑦GDP に対する公的研究開発費率 0.73％（2001 年） 0.57％（2001 年） 
⑧GDP に対する民間研究開発費率 2.12%（2001 年） 2.24％（2001 年） 










































・ 1970 年代：軽工業主体 
・ 1980 年代：軽工業及び重工・化学工業主体 
・ 1990 年代：重工・化学工業及びハイテクノロジー企業 









                                                        




 1990 年以降、韓国は「世界化」を目指した。特に 1993 年発足の金泳三政権は、「世界化」
の指導理念の下、韓国をアジアで日本に次ぐ経済大国に育てることを目指した。科学技術
に関しては、21 世紀初頭までに先進 7 ヵ国の水準にまで高めることが基本的な目標として
設定され、様々なプロジェクトが打ち出された。1996 年には OECD に加盟した。 
 しかし、1997 年のアジア通貨危機で韓国経済も大きな打撃を受け、IMF の金融支援を受
けることとなり、韓国経済は実質上、IMF の管理下に置かれた。このような環境下に発足








図表８－１ 1990 年代以降の韓国の政治・経済の重要なトピックス 
 
年 主なトピックス 歴史的・社会的意味 
1993 金泳三政権発足 「世界化」の指導理念の下、韓国をアジアで日本に次
ぐ経済大国に育てることを目指す4。 
1996 OECD 加盟 先進国の仲間入りを果たした。 
1997 IMF 通貨危機 韓国経済は実質、IMF の管理下に置かれる。 
1998 金大中政権発足 経済改革を推し進める。 























































1986 工業発展法 R&D のような特殊な産業活動を支援。 























 「2025 年に向けた科学技術発展長期ビジョン」は、21 世紀最初の 25 年間で韓国の科学
技術力を世界トップレベルに到達させ、先進国の仲間入りをするための道筋を示した長期
計画である。本計画では特に、教育と科学技術に対する投資を重視している。目標実現の
ためのマイルストーンとして、2005 年、2015 年、2025 年と３段階に区切って目標設定が行
われている。 















































 現在の科学技術指標  
 
・科学技術競争力：世界 28 位 

















 科学技術基本計画では、「国民一人あたり所得 15,000 ドル水準の経済成長と福祉社会を




・ IT（Information Technology：情報技術） 
・ BT（Biotechnology：バイオテクノロジー） 
・ NT（Nanotechnology：ナノテクノロジー） 
・ ST（Space Technology：宇宙航空技術） 
・ ET（Environment Technology：環境・エネルギー技術） 




図表８－４ 科学技術基本計画における６T の内容 
 





























 また、2001 年現在 15 兆 8,1116 億ウォン（約 1.5 兆円）のＲ＆Ｄ費を５年後には 24 兆ウ
ォン（約 2.4 兆円）にまで増額させることで、各種科学技術指標を伸ばすことを目標に掲げ
ている。具体的には、国内特許数を 1999 年の 43,314 件から 2006 年には 130,000 件に、海
外特許を 1998 年の 6,642 件から 2006 年には 18,000 件にする等としている。また、これら






区分 2001 2006 







政府 R&D における基礎研究の比重 17.8% 20%以上
研究者数 159,900 人（2000） 200,000 人
投入 
人材 




SCI 掲載編数 12,232（2000） 30,000
順位 16 位（2000） 10 位以内論文 
5 年間の被引用件数 60 位（2000） 40 位
産出 
技術収支比 0.07（1999） 0.3
科学技術競争力（IMD） 21 位 10 位
国家競争力（IMD） 28 位 15 位結果 










 韓国の科学技術政策は科学技術部（MOST, Ministry of Science & Technology）を中心に、
政府の各関連部署（省庁）でそれぞれに立案される。科学技術部の他に、産業資源部、情
報通信部が多額の R&D 費を獲得している。 
 関連各部で立案された政策の総合調整は国家科学技術委員会（日本の総合科学技術会議
に相当する組織）が行う。国家科学技術委員会は大統領を委員長に掲げる、科学技術政策




































































  期間固有事業 
(－) 継続事業のうち、 
 純粋施設事業など
・一般会計 4 兆 8,502 億ウォン 
  （特別会計前払金は除外） 








(4 兆 298 億ウォン)
調査分析対象 
(5 兆 444 億ウォン)
政府研究開発予算 































                                                        
6 韓国国家科学技術委員会、2003 年度国家研究開発事業調査・分析・評価及び事前調整推
進計画、2002.11.21 に記載された 2003 年度の実績に基づく。 
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  → 関係部署 － 関係部署 
  → 科学技術部－ 韓国科学技術評価企画院－ 評価・事前調整委員会 




図表８－10 事後評価の実施プロセス（2002 年度実績） 
















－18 部・庁 145 事業 








国 家 科 学 技 術 委 員 会
－評価及び審議の結果の報告 
評 価 事 前 調 整 委 員 会





2 次/3 次評価 
5 月 20 日－6 月 3 日
継続事業説明会 
5 月 13 日－14 日
1 次評価 
4 月 2 日－30 日
戦略会議 
4 月 24 日
評 価 事 前 調 整 委 員 会










複投資を根源的に防止し、R&D 政策決定を支援することが可能になる。2002 年 10 月に構
築を完了および試行を開始して、2003 年 1 月から本格的な運営が開始されている。 
 この「国家研究開発事業の総合管理システム」に格納される情報は、次の通り 2002 年ま
でに各部署が遂行した計 600 事業、67,497 細部課題である。 
 
  － ～1998 年：15,164 課題 
  － 1999 年 ：179 事業、14,284 課題 
  － 2000 年 ：204 事業、16,812 課題 
  － 2001 年 ：217 事業、21,237 課題 








 韓国における研究開発費の対 GDP比率は近年急速に伸びており、2001年には 2.96%と 3％
に迫る勢いである。同年の官民の負担割合は官：民≒1：3 となっている。研究開発支出の
対 GDP 比率を下図に示す。 
 
図表８－11 R&D 支出及び R&D 支出の対 GDP 比 
（資料）韓国科学技術部、科学技術研究活動調査報告（2002） 
 
 研究分野別 R&D 費の支出の推移を下図に示す。基礎・応用・発展の各分野を見ると、い
づれも支出は増加傾向にあるものの、応用研究に対する支出が圧倒的に多い。 
 
図表８－12 研究タイプ別 R&D 支出推移 
































                                                        
































                                                        
8 第一の科学技術立国は朴政権（1963～1979 年）。（科学技術処インタビューより） 
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 1.韓半島平和体制構築        7.科学技術中心社会の構築 
 2.腐敗ない社会・奉事する行政    8.未来を拓く農漁村 
 3.地方分権と国家均衡発展      9.参与福祉と生きがいの質向上 
 4.参与と統合の政治改革実現      10.国民統合と男女平等の具現 
 5.自由で公正な市場秩序の確立     11.教育改革と知識文化強国実現 





























































開発から民間主導の研究開発へと変化し、1982 年には官民の R&D 投資比率が逆転した。そ
の後、IMF 通貨危機により民間の研究開発は 1998 年に一旦落ち込むが、それ以外は増加の
一途を辿っている。国全体の R&D 支出は 2001 年で対 GDP 比 2.96%であり、今後とも投資
拡大を目指している。 
 

























 民間部門における R&D も伸びている。R&D 支出の官民比率は 1982 年の逆転以降、民間
企業の研究開発能力の向上に伴い韓国における R&D 投資拡大の牽引役を担っている。 
 韓国では、政府の R&D 成果の民間への移転が企業活動に貢献してきた。しかし、これ以









 6T 分野（図表８－４参照）における政府の研究開発投資規模を図表８－18 に示す（ここ
では、2002 年度・事後評価の対象となった研究開発事業のみを取り上げる。人文科学系、
国防機密費等は対象外）。2002 年度の 6T 分野における政府の研究開発投資総額は、2 兆 949
億ウォンであり、2002 年度の政府研究開発投資額（4 兆 6,984 億ウォン）の 44.6％を占めた。
このうち、最も多いのは IT の 1 兆 582 億ウォン（22.5％）であり、次いで BT の 4,213 億ウ
ォン（9.0％）、ET の 2,585 億ウォン（5.5％）、ST の 1,771 億ウォン（3.8％）、NT の 1,531
億ウォン（3.3％）、CT の 267 億ウォン（0.6％）となっている。 
 










                                                        
9 民間企業へのインタビューより。 
 6T 分野別における部署（省庁）別の投資分布を図表８－19 示す。情報通信部（6,820 億
ウォン、95.3％）および産業資源部（1,892 億ウォン、49.4％）は、6T 分野のうち、IT に最
も多く投資している。科学技術部は、BT（1,856億ウォン、40％）、ST（1,210億ウォン、22.1％）、
NT（1,069 億ウォン、19.6％）、IT（746 億ウォン、13.6％）、ET（555 億ウォン、10.1％）と、
６T の各分野に対して幅広く投資している。 
 





































































































  6T 分野別の投資推移を図表８－20 に示す。IT は、前年度と比較して 14.8％（1,835 億ウ
ォン）減少した。一方、NT は前年度と比較して 87.0％（712 億ウォン）増加した。BT と
ET も、前年度と比較してそれぞれ 12.6％（471 億ウォン）および 17.9％（392 億ウォン）増
加した。 
 












 BT と NT 分野では、基礎研究の比率（45.4％と 45.0％）が高い反面、IT、ST、ET 及び
CT 分野では、開発研究の比率が高い。BT 及び NT 分野は新技術であることから、応用・開
発研究よりも基礎研究に重点的に投資していることを示している。 




図表８－21 2002 年度政府研究開発投資の分野別（６T）・ 
性格別（基礎、応用、開発）の分布 
（資料）韓国国家科学技術委員会、2002 年度国家研究開発事業調査・分析・評価の結果、2003.8 








８－22 に示す。2001 年と比較して、IT 分野は基礎・応用・開発研究などが全般的に減少し
た。BT 分野は基礎研究、NT 分野は基礎・開発研究、ET と ST 分野は開発研究の増額が著
しかった。 
 


















 6T 分野別における研究実施主体の投資分布を図表８－23 に示す。 
 IT 分野では、全体研究費の 53.7％（5,681 億ウォン）が出捐研究所で投資されており、次
いで 20.7％（2,188 億ウォン）が大学であった。 
 BT および NT 分野は、大学での研究投資がそれぞれ 52.2％（2,200 億ウォン）、53.0％（811
億ウォン）で、他分野に比べて高かった。これは、BT、NT 分野が応用・開発研究よりもむ
しろ、基礎研究が主になっているためと考えられる。 




図表８－23 2002 年度、6T 分野別における研究実施主体の投資分布 
 
 




















 このような背景を受け、韓国政府は 1973 年、大田市の大徳に、大徳サイエンスタウンの






















火した。大徳バレーに立地するベンチャー企業数は 1995 年の 40 社から 2001 年には、700
社にまで伸びた11。 
 2001 年末における大徳バレーのベンチャーの立地状況を図表８－25 に示す。立地企業は
情報通信関連産業が中心となっている。大田市は 2004 年までに 294 億ウォンを投入し、バ
イオ VB 団地を開発する等、新たな産業育成を計画している。 
 
図表８－25 ベンチャー企業の現況（2001 年末） 
計 情報･通信 環境･機械 生命･化学 研究開発・サー
ビス その他 
776 社 355 123 155 61 82













                                                        
10 三星経済研究所インタビューより 













































































 OECD “Main Science and Technology Indicators 2003/2” 
 韓国開発研究院『韓国経済半世紀 歴史的評価と 21 世紀展望』、1995 
 松本厚治・服部民夫編著、韓国経済の解剖、文真堂（2001） 









 経済産業省「技術調査レポート（海外編）」第 1 号、平成 14 年 10 月 9 日 






















































































（教育に専念）」や「Liberal Arts College（教育を重視）」から「Research University（研究
を重視）」への流動は、簡単には生じない。それまで教育に専念してきた人材（Community 
College や Liberal Arts College の人材）が、いきなり研究に取り組む（Research University
に移る）ことには困難が伴う。Research University に採用されるために博士号や研究実績
などが必要になることも障害になる。 
・こうした中で、Liberal Arts College 自体にも変化が見られるようになってきた。本来は広
範な教養を教えることを目的とした機関であるため、伝統的に教職員は教育に多くの時










きた。80 年代の「バイ・ドール法」制定に端を発する一連の産学官連携推進施策と 80 年
代後半からの連邦政府の潤沢な研究資金の重点的投下等を通じ、こうしたシステムが米
国内のトップ研究大学を中核としてダイナミックに機能することにより、結果として今









































年：EU15 ヶ国トータルで 1.98％）である。2002 年のリスボン戦略では、①2010 年まで
に欧州の研究開発投資全体のターゲットを GDP３％相当とすること、②特に民間投資に








して研究プロジェクトに必要な活動資金の半分が EU 予算から支出される。FP は 1984 年


















っている「欧州研究圏（ERA：European Research Area）の構築」に向けての「Centres of 
Excellence」ネットワーク化の動きも本格化してくるであろう。 









ガバナンス」（Citizens & governance in the European knowledge-based society）が挙げられて
















































・1993 年に公表された「科学・工学・技術白書」（Realising our Potential）は、1971 年に公








・1994 年に貿易産業省が公表したイノベーション白書（Excellence and Opportunity）は、政
府の主要な役割として、①科学基盤への投資、②産学連携の促進、③市民の科学への信
頼確保を含めたイノベーションの管理、を挙げている。 

































（2004/05 年度より：年間 500 百万ポンド、うち英国全体の科学予算から 300 百万ポン
ド、イングランド地域の整備のため教育技能省から 200 百万ポンドを支出予定）が進
んでいる。 




















































































































































































ター・プログラムという政府の政策がある。同プログラムは 1995 年に NUTEK が開始し
たもので、大学研究と企業 R&D の間の連携を強めるため、大学と企業の双方が長期にわ
たりコミットした共同の研究センターを作り出すことを支援するものである。 




こと、④2 段階の企画案の競争による選抜を行うことの 4 つである。 








開始し、3 地域を選定した（Uppsala 地区：バイオテクノロジー素材クラスター、Lake 


































・コンピテンス・センター・プログラムは、全体で 10 年間のプログラムであるが、約 2 年
～3 年ごとに 4 つのフェーズに分け、それぞれのフェーズの終了時に厳しい中間評価が行



















































































































































































・ 1970 年代：軽工業主体 
・ 1980 年代：軽工業及び重工・化学工業主体 
・ 1990 年代：重工・化学工業及びハイテクノロジー企業 































・ IT（Information Technology：情報技術） 
・ BT（Biotechnology：バイオテクノロジー） 
・ NT（Nanotechnology：ナノテクノロジー） 
・ ST（Space Technology：宇宙航空技術） 
・ ET（Environment Technology：環境・エネルギー技術） 
































第２期計画期間に政府 R&D 投資が高い伸び率を確保している。 
・我が国の政府 R&D 投資の対 GDP 比は他の主要国と比較しても高い水準に達している。
これは第１期から第２期計画期間にかけ、欧米主要各国では政府 R&D 投資との比較にお





    
 392
（図表１）主要国の R&D 投資拡充・重点化政策の相互比較 











②同・対GDP比 0.8% 0.9% 0.67% (2001年） 0.57% （2001年
度） 
0.80% (2002年度) ※2
③①に係る定量目標 ・ 01 ～ 05 年 度計
24 兆 円 （ 地 方分
含む） 







・ 97-2006 年 度















































戦 略 と し て 位 置
付け） 











































・ NIH 予 算 倍 増
［ 98-03 年 度 ： 既
達成］ 
・ NNI 予 算 増 額
［ 05-09 年 度 ： 計
37億ドル］ 










ド ル ＝ 145.6 円
（2002）］ 
DG Research,  
Eurostat, OECD [１




[ １ ポ ン ド ＝
219.9円（2002）] 
[ １ ユ ー ロ ＝ 154.5 円
（2002）<ドイツ>] 
※1, 2, 3: OECD, 
Eurostat 

















（図表２）主要各国のライフサイエンス関連 R&D 予算の相互比較 
国 名 日本 米国 EU-15 
①ライフサイエンス
分野 R&D 予算（百万
ドル） ［2003 年度］ 
3,244 (4,068 億円） 26,100
(※NIH 予算額)
2,020 (2,255 百万 EURO：2002-06
年 FP6 予算)













[ １ドル＝125.4 円 (2002) ] 
AAAS, NSF 他 European Commission 資料 
[１ドル＝1.118EURO（2001）] 
注 1) FP6 予算については、以下 
    を対象とした。 
   ・ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ、ｹﾞﾉﾑ科学及び 
    健康のためのバイオ技術 
   ・食品の質及び安全 
  2) FP5 予算については EU  
   研究総局発表資料を基に推算
    
国 名 英国 ドイツ  
①ライフサイエンス
分野 R&D 予算（百万
ドル） ［2003 年度］ 
910 （609 百万ポンド） 860 (961 百万 EURO)
(2002 年連邦政府 R&D 予算)
 
② ① の シ ェ ア 変 化
［2000→03 年度］ 
38% (00 年度)→36% (03 年度)
 [研究会議予算総額中シェア]
10.1% （99 年）→10.6% （02 年）




2003-04 to 2005-06"他 































































































































































































































































































国名 ドイツ ドイツ ドイツ スウェーデン フィンランド
プログラム名 BioRegio InnoRegio EXIST VINNVÄXT Centre of Expertise
助成主体 連邦教育研究省 連邦教育研究省 連邦教育研究省 VINNOVA 内務省



























































国名 日本 日本 日本 
プログラム名 知的クラスター創成事業 産業クラスター計画 地域コンソーシアム 




























（２年目は 5000 万円以内） 
中小企業枠は 3000 万円以内／年（２
年目は 2000 万円以内） 
支援期間 ５年間 施策により異なる 1～2 年間 



















平成 14 年度 122 件 











































































1) 従来大蔵省通達によりBTG（British Technology 
Group）が独占的に取り扱ってきた公的資金による
成果の実用化を規制緩和。 
2) 1925年に設立されたWARF(Wisconsin Alumni 
Research Foundation)がその先駆けとされる。 


















・ 日本： 614社(累計；2003/8現在) 






  （2002年現在） 
・日本：IPO7社(2003/12)
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44
4
第
８
章
 
韓
国
 
 １
．
韓
国
に
お
け
る
科
学
技
術
政
策
の
背
景
 
 ①
歴
史
と
政
治
[2
][3
] [
7]
 
 
・
 第
二
次
世
界
大
戦
終
結
後
、
冷
戦
構
造
の
中
で
国
土
を
二
分
さ
れ
、
19
50
～
19
53
年
に
わ
た
る
朝
鮮
戦
争
で
は
国
土
が
荒
廃
。
南
北
対
立
に
よ
る
膨
大
な
軍
事
負
担
、
乏
し
い
天
然
資
源
等
、
極
め
て
不
利
な
状
況
の
下
、
政
府
主
導
に
よ
る
経
済
発
展
を
遂
げ
る
。
[3
] [
7]
 
・
 19
92
年
 
金
泳
三
政
権
誕
生
：「
世
界
化
」
の
指
導
理
念
の
下
、
韓
国
を
ア
ジ
ア
で
日
本
に
次
ぐ
経
済
大
国
に
育
て
る
こ
と
を
目
指
す
。
[2
] 
・
 19
93
年
 
新
経
済
五
ヵ
年
計
画
（
19
93
-1
99
8）
：
国
際
競
争
力
を
維
持
し
、
韓
国
経
済
の
活
力
を
保
つ
こ
と
を
目
標
と
し
た
「
新
経
済
5
ヵ
年
計
画
」
が
策
定
さ
れ
、
各
種
の
制
度
の
先
進
国
化
、
民
間
主
導
の
成
熟
し
た
経
済
構
造
へ
の
転
換
が
目
指
さ
れ
て
い
る
。
科
学
技
術
に
関
し
て
は
、
21
世
紀
初
頭
ま
で
に
先
進
7
ヵ
国
の
水
準
に
ま
で
高
め
る
こ
と
が
基
本
的
な
目
標
と
さ
れ
て
い
る
。
 
・
 19
96
年
 
O
EC
D
加
盟
 
・
 19
97
年
 
通
貨
危
機
：
ア
ジ
ア
通
貨
危
機
に
伴
い
、
韓
国
経
済
も
大
き
な
打
撃
を
受
け
る
。
IM
F
の
金
融
支
援
を
受
け
る
。
 
・
 19
98
年
 
金
大
中
政
権
（
19
98
年
2
月
発
足
）
の
下
で
経
済
改
革
を
推
し
進
め
る
。
こ
の
際
、
韓
国
経
済
は
実
質
、
IM
F
の
管
理
下
に
置
か
れ
る
。
 
政
府
は
「
企
業
構
造
調
整
五
大
原
則
」
を
発
表
し
、
構
造
改
革
を
実
施
。
5
大
財
閥
（
現
代
、
三
星
、
LG
、
大
宇
、
SK
）
を
中
心
に
政
府
が
経
営
に
ま
で
介
入
す
る
。
[3
] 
・
 20
03
年
 
盧
武
鉉
政
権
誕
生
。
新
政
権
の
下
で
の
産
業
技
術
革
新
5
ケ
年
計
画
は
、
20
03
年
末
を
目
処
に
制
定
さ
れ
る
。
国
民
所
得
2
万
ド
ル
時
代
の
た
め
の
産
業
技
術
革
新
が
主
な
内
容
に
な
る
見
込
み
。
(韓
国
経
済
新
聞
:2
00
3.
6.
30
) 
盧
武
鉉
大
統
領
就
任
演
説
で
は
、「
第
2
の
科
学
技
術
立
国
」
の
実
現
を
公
約
。
 
・
 繊
維
、
造
船
、
製
鉄
、
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
等
の
各
産
業
分
野
で
積
極
的
な
技
術
導
入
を
行
い
、
19
60
年
代
以
降
急
速
な
産
業
発
展
と
経
済
成
長
を
遂
げ
た
。
特
に
政
治
と
経
済
の
癒
着
に
守
ら
れ
、
財
閥
が
急
成
長
。
韓
国
の
高
度
成
長
の
担
い
手
と
な
る
。
 
・
 19
90
年
頃
か
ら
、
先
進
国
へ
の
キ
ャ
ッ
チ
ア
ッ
プ
を
目
指
し
、
そ
の
方
策
を
模
索
す
る
。
 
・
 19
97
年
、
ア
ジ
ア
通
貨
危
機
と
韓
国
財
閥
グ
ル
ー
プ
が
経
済
危
機
に
直
面
。
韓
国
ウ
ォ
ン
は
19
97
年
10
月
ま
で
概
ね
1
ド
ル
80
0
ウ
ォ
ン
で
あ
っ
た
が
、
同
年
12
月
13
日
に
は
一
時
1
ド
ル
20
00
ウ
ォ
ン
台
に
ま
で
下
落
。
 
②
経
済
と
産
業
[2
][3
] 
年
代
毎
の
中
心
産
業
は
以
下
の
通
り
。
[9
] 
・
 19
70
年
代
：
軽
工
業
主
体
 
・
 19
80
年
代
：
軽
工
業
及
び
重
工
・
化
学
工
業
主
体
 
・
 19
90
年
代
：
重
工
・
化
学
工
業
及
び
ハ
イ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
企
業
 
・
 20
00
年
：
ハ
イ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
企
業
及
び
重
工
・
化
学
工
業
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 ③
研
究
開
発
の
状
況
[3
][7
] 
（
科
学
技
術
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
）
 
・
 19
60
年
代
末
に
国
に
よ
る
科
学
技
術
活
動
が
始
動
。
そ
の
後
政
府
は
自
ら
の
R&
D
投
資
を
拡
大
す
る
と
と
も
に
、
企
業
の
研
究
所
設
立
と
独
自
技
術
の
創
出
を
奨
励
す
る
た
め
様
々
な
税
制
上
、
財
政
上
の
支
援
策
を
導
入
し
、
ま
た
国
家
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
へ
の
企
業
の
参
加
を
進
め
た
。
 
・
 19
80
年
代
初
頭
ま
で
R&
D
支
出
の
対
G
N
P
比
は
1.
0以
下
に
留
ま
り
、R
&
D
支
出
に
占
め
る
政
府
比
率
は
半
分
以
上
で
あ
っ
た
が
、1
98
2
年
を
境
に
R&
D
の
官
民
比
率
は
逆
転
し
、
以
降
民
間
企
業
の
R&
D
活
動
が
活
発
化
す
る
。（
20
01
年
現
在
で
2.
96
%
）
 
・
 前
、
金
大
中
政
権
で
は
政
府
予
算
の
5%
の
R&
D
投
資
を
行
う
。
今
年
発
足
の
盧
武
鉉
政
権
は
こ
れ
を
7%
に
ま
で
上
げ
る
と
選
挙
で
公
約
。 
・
 部
門
別
の
R&
D
支
出
の
動
向
を
み
る
と
、R
&
D
支
出
総
額
の
76
.2
％
強
は
企
業
が
占
め
、国
公
立
・
財
団
法
人
の
試
験
研
究
機
関
が
13
.4
％
を
、
大
学
が
残
り
の
10
.4
％
を
占
め
る
。
一
方
資
金
負
担
の
構
造
か
ら
み
る
と
、
政
府
の
負
担
割
合
は
16
％
と
極
め
て
小
さ
い
。（
20
01
年
） 
  
 
 
 
 
図
表
 
科
学
技
術
指
標
（
20
01
年
度
）
 
項
目
 
韓
国
[1
] 
日
本
（
19
99
年
度
）
 
研
究
費
総
額
 
16
兆
ウ
ォ
ン
（
1.
6
兆
円
）
 
16
.0
兆
円
 
研
究
費
の
対
G
D
P
比
 
 
2.
96
％
3.
12
％
 
政
府
負
担
額
 
 
4.
2
兆
ウ
ォ
ン
（
0.
4
兆
円
）
3.
5
兆
円
 
政
府
負
担
割
合
 
 
26
％
21
.9
％
 
10
ウ
ォ
ン
≒
1
円
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２
．
韓
国
に
お
け
る
科
学
技
術
政
策
の
主
た
る
内
容
 
 ①
科
学
技
術
政
策
の
目
的
[1
] 
・
 先
進
国
へ
の
キ
ャ
ッ
チ
ア
ッ
プ
 
・
 産
業
と
経
済
成
長
の
支
援
 
・
 企
業
活
動
の
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
 
②
科
学
技
術
政
策
関
連
組
織
[7
] 
●
科
学
技
術
部
（
M
in
is
tr
y 
of
 S
ci
en
ce
 a
nd
 T
ec
hn
ol
og
y、
M
O
ST
）：
19
67
年
に
首
相
府
直
属
の
機
関
と
し
て
科
学
技
術
処
を
設
立
。
19
98
年
に
は
科
学
技
術
部
に
拡
大
。
多
数
の
政
府
出
捐
研
究
機
関
（
G
RI
 : 
G
ov
er
nm
en
t-s
up
po
rt
ed
 R
es
ea
rc
h 
In
st
itu
te
s）
を
擁
し
、
ま
た
多
数
の
ナ
シ
ョ
ナ
ル
R&
D
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
推
進
に
当
た
る
。
 
・
 韓
国
科
学
技
術
研
究
院
（
K
or
ea
 In
st
itu
te
 o
f S
ci
en
ce
 a
nd
 T
ec
hn
ol
og
y 
、
K
IS
T）
：
米
国
の
支
援
に
よ
り
19
96
年
に
設
立
さ
れ
た
政
府
出
捐
機
関
。
官
民
の
R&
D
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
推
進
。
 
・
 韓
国
科
学
技
術
院
（
K
or
ea
 A
dv
an
ce
d 
In
st
itu
te
 o
f S
ci
en
ce
 a
nd
 T
ec
hn
ol
og
y 
、
K
AI
ST
）
 
・
 科
学
技
術
政
策
研
究
院
（
ST
EP
I）
 
・
 科
学
技
術
企
画
評
価
院
（
K
IS
TE
P）
：
科
学
技
術
関
連
事
業
の
評
価
を
実
施
。
 
●
産
業
資
源
部
（
M
O
CI
E 
: M
in
is
tr
y 
of
 C
om
m
er
ce
, I
nd
us
tr
y 
an
d 
En
er
gy
）：
貿
易
、
産
業
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
資
源
政
策
を
所
管
す
る
が
、
科
学
技
術
政
策
に
つ
い
て
も
産
業
の
競
争
力
に
直
結
す
る
分
野
を
担
当
し
て
い
る
。
 
●
情
報
通
信
部
（
M
IC
 : 
M
in
is
tr
y 
of
 In
fo
rm
at
io
n 
an
d 
Co
m
m
un
ic
at
io
n）
：
19
92
年
の
機
構
改
革
に
よ
り
情
報
通
信
政
策
を
一
元
的
に
実
施
す
る
行
政
機
関
と
し
て
発
足
し
た
。
 
③
最
近
の
政
策
動
向
 
●
科
学
技
術
に
主
眼
を
置
い
た
政
策
展
開
 
・
 19
97
年
 
科
学
技
術
革
新
特
別
法
を
制
定
（
科
学
技
術
革
新
を
国
家
レ
ベ
ル
で
総
合
的
、
体
系
的
に
推
進
）
[4
] 
・
 19
98
～
20
02
年
 
科
学
技
術
革
新
5
か
年
計
画
を
策
定
[4
] 
・
 19
99
年
 
大
統
領
を
委
員
長
と
す
る
「
国
家
科
学
技
術
委
員
会
」
を
設
立
[4
] 
・
 20
01
年
 
科
学
技
術
基
本
計
画
（
20
02
-2
00
6）
を
策
定
[1
2]
 
●
科
学
技
術
関
連
法
[7
] 
・
 科
学
技
術
振
興
法
（
19
67
年
、
科
学
技
術
処
）：
科
学
技
術
振
興
に
関
す
る
基
本
法
。
 
・
 科
学
技
術
教
育
法
（
19
67
年
、
科
学
技
術
処
）：
科
学
技
術
教
育
、
社
会
的
啓
蒙
に
関
す
る
基
本
法
。
 
・
 技
術
開
発
促
進
法
（
19
72
年
、
科
学
技
術
処
）：
企
業
の
R&
D
活
動
促
進
の
た
め
の
税
財
政
上
の
措
置
に
つ
い
て
定
め
た
。
 
・
 特
定
研
究
所
支
援
法
（
19
74
年
、
科
学
技
術
処
）：
企
業
の
自
社
研
究
所
設
立
を
支
援
す
る
た
め
の
税
財
政
上
の
措
置
と
そ
の
要
件
に
つ
い
て
定
め
た
。
 
・
 産
業
技
術
研
究
組
合
育
成
法
（
19
86
年
、
科
学
技
術
処
）：
単
独
で
自
社
研
究
所
を
設
立
で
き
な
い
中
小
企
業
や
個
人
が
共
同
で
研
究
組
合
を
設
立
す
る
場
合
の
支
援
措
置
に
つ
い
て
定
め
た
。
 
・
 産
業
開
発
法
（
19
86
年
、
商
工
資
源
部
）：
従
来
か
ら
あ
っ
た
７
つ
の
産
業
別
「
開
発
法
」
を
統
合
し
た
も
の
。
商
工
資
源
部
が
推
進
す
る
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
基
礎
と
な
っ
て
い
る
。
 
・
 基
礎
科
学
研
究
促
進
法
（
19
89
年
、
科
学
技
術
処
）：
大
学
や
研
究
機
関
に
お
け
る
基
礎
研
究
促
進
の
た
め
の
財
政
支
援
に
つ
い
て
定
め
た
。 
・
 共
同
研
究
開
発
促
進
法
（
19
94
年
、
科
学
技
術
処
）
 
・
 工
業
技
術
基
盤
造
成
法
（
19
94
年
、
商
工
資
源
部
）
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・
 情
報
化
促
進
基
本
法
（
19
95
年
、
情
報
通
信
部
）
 
・
 科
学
技
術
基
本
法
（
20
01
年
）
 
●
税
制
上
の
優
遇
措
置
[7
] 
・
R&
D
準
備
金
へ
の
非
課
税
措
置
：
売
上
高
の
4%
ま
で
非
課
税
の
R&
D
準
備
金
を
積
み
立
て
る
こ
と
が
で
き
る
。
 
・
 人
材
育
成
費
の
税
額
控
除
：
社
内
の
人
材
育
成
の
た
め
に
要
し
た
費
用
の
15
%
ま
で
を
税
額
控
除
で
き
る
。
社
内
に
設
け
た
訓
練
施
設
も
対
象
と
な
る
。
 
・
 R
&
D
設
備
投
資
の
税
額
控
除
：
R&
D
に
必
要
な
設
備
投
資
を
行
っ
た
場
合
、
投
資
額
の
10
%
ま
で
の
税
額
控
除
を
受
け
ら
れ
る
。
 
●
補
助
金
・
融
資
等
[7
] 
・
 国
家
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
参
加
企
業
に
対
す
る
R&
D
支
出
補
助
：
国
家
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
参
加
企
業
が
支
出
し
た
R&
D
費
用
の
50
%
ま
で
を
補
助
。
個
人
、
中
小
企
業
の
場
合
に
は
80
～
90
%
ま
で
を
補
助
。
 
・
 新
製
品
開
発
等
の
た
め
の
低
利
融
資
：
新
製
品
・
新
プ
ロ
セ
ス
の
開
発
、
新
技
術
の
商
品
化
に
必
要
な
投
資
に
対
し
韓
国
開
発
銀
行
（
K
D
B 
: 
K
or
ea
 D
ev
el
op
m
en
t B
an
k）
等
が
長
期
・
低
利
の
資
金
を
提
供
。
 
・
 ベ
ン
チ
ャ
ー
キ
ャ
ピ
タ
ル
：
ベ
ン
チ
ャ
ー
育
成
の
た
め
、
韓
国
技
術
金
融
公
社
（
K
TB
 : 
K
or
ea
 T
ec
hn
ol
og
y 
Ba
nk
in
g 
Co
rp
.）
が
出
資
、
融
資
、
設
備
リ
ー
ス
等
の
様
々
な
支
援
を
実
施
。
 
④
重
点
化
戦
略
 
●
科
学
技
術
中
心
社
会
構
築
（
20
03
年
9
月
末
時
点
で
の
科
学
技
術
部
案
は
次
の
通
り
）
[1
3]
 
・
 第
二
の
科
学
技
術
立
国
を
通
じ
た
持
続
的
な
経
済
成
長
の
達
成
（
研
究
開
発
基
盤
の
拡
充
を
通
じ
、
地
方
の
均
衡
発
展
と
主
力
産
業
の
高
付
加
価
値
化
、
新
産
業
創
出
に
よ
り
、
経
済
成
長
と
国
家
競
争
力
を
強
化
）
を
目
指
す
。
 
・
 国
家
科
学
技
術
シ
ス
テ
ム
の
革
新
、
未
来
成
長
動
力
の
確
保
・
強
化
、
地
域
革
新
力
の
強
化
、
世
界
で
一
流
の
IT
産
業
の
育
成
、
知
識
情
報
基
盤
で
安
行
の
高
度
化
を
推
進
、
科
学
文
化
拡
散
を
通
じ
た
原
則
と
信
頼
の
社
会
構
築
、
知
識
基
盤
社
会
に
応
じ
た
雇
用
創
出
を
推
進
課
題
と
し
、
こ
れ
ら
課
題
を
解
決
す
る
た
め
に
次
世
代
成
長
動
力
推
進
戦
略
を
策
定
。
 
・
 具
体
的
に
取
り
組
む
分
野
と
し
て
「
10
大
未
来
成
長
産
業
」
を
発
表
。
知
能
型
ホ
ー
ム
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
、
デ
ジ
タ
ル
コ
ン
テ
ン
ツ
及
び
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
･ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
、
知
能
型
ロ
ボ
ッ
ト
、
未
来
型
自
動
車
、
次
世
代
半
導
体
、
デ
ジ
タ
ル
TV
放
送
、
デ
ィ
ス
プ
レ
ー
、
次
世
代
移
動
通
信
、
次
世
代
電
池
、
バ
イ
オ
新
薬
。
[1
0]
 
●
e-
K
or
ea
 V
IS
IO
N
20
06
（
20
02
-2
00
6）
：
21
世
紀
の
知
識
情
報
社
会
の
グ
ロ
ー
バ
ル
リ
ー
ダ
ー
と
し
て
活
躍
す
る
こ
と
を
目
指
し
、
国
家
社
会
基
盤
を
持
続
的
に
革
新
す
る
。（
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
普
及
率
90
%
、
オ
ン
ラ
イ
ン
取
引
環
境
の
整
備
等
）
[8
] 
⑤
産
学
官
連
携
政
策
 
・
 財
閥
を
中
心
と
し
た
産
官
の
連
携
 
・
 大
徳
バ
レ
ー
に
お
け
る
産
学
官
連
携
 
⑥
科
学
技
術
人
材
育
成
政
策
 
・
 国
家
戦
略
分
野
人
材
育
成
総
合
計
画
（
20
02
～
20
05
年
に
IT
等
６
の
戦
略
分
野
に
お
け
る
専
門
家
40
万
名
余
り
を
育
成
）
[6
] 
⑦
地
域
重
点
政
策
 
・
 光
州
、
釜
山
、
大
邸
、
全
州
、
江
陵
等
へ
の
地
方
科
学
技
術
団
地
造
成
（
地
域
間
格
差
を
埋
め
る
こ
と
が
目
的
）
[5
] 
・
 大
徳
バ
レ
ー
：
韓
国
政
府
（
科
学
技
術
処
及
び
TA
O
・
Ta
ed
ok
 S
ci
en
ce
 T
ow
n 
Ad
m
in
is
tr
at
io
n 
O
ffi
ce
が
実
施
）
は
19
73
年
、
ソ
ウ
ル
の
15
0k
m
南
、釜
山
の
28
0k
m
北
と
韓
国
の
中
心
に
位
置
す
る
大
田
市
に
27
.6
km
2
の
大
徳
サ
イ
エ
ン
ス
タ
ウ
ン
の
開
発
に
着
手
。[
11
] 
⑧
意
思
決
定
の
メ
カ
ニ
ズ
ム
・
予
算
配
分
 
・
 大
統
領
を
委
員
長
と
す
る
国
家
科
学
技
術
委
員
会
が
科
学
技
術
政
策
に
係
る
最
高
機
関
。
委
員
は
政
府
か
ら
15
名
、
民
間
か
ら
9
名
の
計
24
名
で
構
成
さ
れ
る
。
 
・
 予
算
の
配
分
・
執
行
は
Lu
m
p-
su
m
（
一
次
払
い
）
制
で
、
各
省
庁
は
大
枠
で
予
算
を
獲
得
。
予
算
執
行
内
容
は
、
各
省
庁
に
任
さ
れ
る
。
 
・
 科
学
技
術
分
野
に
係
る
1
億
円
以
上
の
事
業
は
、
K
IS
TE
P
の
実
施
す
る
「
次
年
度
科
学
技
術
関
係
予
算
の
事
前
評
価
事
業
」
に
基
づ
き
、
事
業
継
続
の
是
非
が
決
め
ら
れ
る
。
 
 
44
8
⑨
政
策
評
価
の
仕
組
み
 
 
・
 科
学
技
術
関
連
事
業
の
評
価
は
、
国
家
科
学
技
術
委
員
会
（
議
長
：
大
統
領
）
の
名
前
で
実
施
。
 
・
 科
学
技
術
部
は
事
務
局
の
役
割
を
担
う
。
実
際
の
評
価
実
務
は
傘
下
の
科
学
技
術
企
画
評
価
院
が
実
施
。
2
機
関
で
約
40
0
の
事
業
を
毎
年
評
価
し
て
い
る
。
 
・
 科
学
技
術
企
画
評
価
院
は
、「
国
家
研
究
開
発
事
業
の
調
査
・
分
析
・
評
価
事
業
」
及
び
「
次
年
度
科
学
技
術
関
係
予
算
の
事
前
評
価
事
業
」
を
実
施
。
 
・
 国
家
研
究
開
発
事
業
の
調
査
・
分
析
・
評
価
事
業
は
毎
年
の
予
算
配
分
、
成
果
評
価
に
関
す
る
調
査
が
毎
年
行
わ
れ
る
。
評
価
結
果
を
次
年
度
の
国
家
予
算
に
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
す
る
た
め
、「
次
年
度
科
学
技
術
関
係
予
算
の
事
前
評
価
事
業
」
が
実
施
さ
れ
る
。
 
  【
資
料
】
 
[1
] 
：
科
学
技
術
部
、
科
学
技
術
研
究
活
動
調
査
報
告
（
20
02
）
 
[2
] 
：
松
本
厚
治
・
服
部
民
夫
編
著
、
韓
国
経
済
の
解
剖
、
文
真
堂
（
20
01
）
 
[3
] 
：
辺
真
一
・
許
仁
成
共
著
、
韓
国
経
済
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク
、
ぜ
ん
に
ち
（
20
02
）
 
[4
] 
：
文
部
科
学
省
、
平
成
13
年
版
科
学
技
術
白
書
 
[5
] 
：
文
部
科
学
省
、
平
成
６
年
版
科
学
技
術
白
書
 
[6
] 
：
在
日
韓
国
教
育
院
（
ht
tp
://
w
w
w.
ka
nk
ok
u.
gr
.jp
）
 
[7
] 
：
JE
TR
O
技
術
情
報
, 3
83
号
, p
p.
1-
36
, 1
99
8．
 
[8
] 
：
総
務
省
、
情
報
通
信
白
書
平
成
15
年
度
版
 
[9
] 
：
金
華
東
著
、
韓
国
の
規
制
緩
和
、
ア
ジ
ア
経
済
研
究
所
（
20
00
）
 
[1
0]
 ：
韓
国
経
済
新
聞
、
20
03
/8
/1
5
号
 
[1
1]
 ：
TA
ED
U
K
 S
ci
en
ce
 T
ow
n（
ht
tp
://
ko
re
a.
pa
rk
.o
rg
/K
or
ea
/P
av
ili
on
s/P
ub
lic
Pa
vi
lio
ns
/G
ov
er
nm
en
t/m
os
t/t
ae
do
k.
ht
m
l）
 
[1
2]
 ：
科
学
技
術
基
本
計
画
20
02
-2
00
6 
[1
3]
 ：
科
学
技
術
部
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
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